
 

 

平成２９年度 

 

公立大学法人広島市立大学の業務実績に係る評価結果 

 

 

 

 

 

平成３０年８月 

広島市公立大学法人評価委員会 

 



 

公立大学法人広島市立大学 平成 29年度業務実績に係る評価 

 

全体評価 

評価の記号 

  Ａ：法人の業務は、中期計画の達成に向けて順調に実施されている。 

 

評価コメント 

平成 29年度は第 2期中期計画の 2年目に相当し、同計画で展開を予定していた多くの項目で、本格的な動きが見られる。 

広島の象徴でもある平和を主題とした研究科の創設準備は、平和研究所の大学敷地内への移転に始まり、国際学研究科における「平和学」の学位カリキ

ュラムの整備を手掛かりにして、教員組織と研究指導計画が整備され、当該年度では公開講座、講演会、研究フォーラム、国際シンポジウム等活発な活動

が続けられ、平成 31年度に大学院平和学研究科として発足することとなった。 

大学の国際化を推進する拠点として、第 1期で蓄積された目的積立金により、平成 29年度に国際学生寮が建設され、留学生の受入れが開始された。学生

役職者を中心とした寮運営がなされ、内外寮生の日常的な交流に加え、寮生活を通じた教育プログラムが開発され、施設面の整備にとどまらず、寮を教育

の場として活用する意欲的な試みがなされている。留学生の受入体制が整備されたことにより、現在検討中のクォーター制導入と相まって、学術交流協定

の実質化が格段に向上することが期待される。 

社会の趨
すう

勢を先取りしたカリキュラム改革は、第 2 期の主要な目標として掲げられているが、文系大学院だけでなく、全学で取り組まれている。また、

正規のカリキュラムのほかに、単位としては認定されない研鑽
さん

活動も含め、特色ある教育内容の充実が図られている。 

まず、入学初年度に 3学部生が混合した少人数のクラスに分かれ、一斉に行われる「3学部合同基礎演習」の実施に向けて、シラバスの検討がなされた。

「いちだい知のトライアスロン」の活用も検討され、いよいよ平成 30 年度からこの科目が実施される。情報科学部では、「成長分野を支える情報技術人材

の育成拠点の形成」プログラムに採択され、入試科目とも連動させ、プログラミング系科目を強化した「イノベーション人材育成プログラム」構想の具体

化を図った。芸術学部では「マツダ・広島市立大学芸術学部共創ゼミ」を開設し、学年を越えて 5 分野の学生が参加した。国際学部では、演習系科目の位

置付けを整理し、専門領域を柔軟に認定する仕組みを導入した。これは、大学院で目指す文系高度実務者養成にも寄与し、地域企業の国際化に呼応したカ

リキュラム整備の一環でもある。 

一方、第 1 期中期計画の活動目標として導入された「社会貢献」の内容がその後多様に展開され、もはや社会貢献という概念で捉えることが不適切と思

えるほど地域になじみ、地域に新たな活力を生み出している。「光の肖像展」や「基町プロジェクト」はもとより、「地（知）の拠点大学による地方創生推 



進事業（COC+）」に関連した「COC+アートプロジェクト」や開設された「サテライトハウス宮島」を拠点とする活動等もにぎわっている。また、留学生を巻

き込んだ「ランゲージチューター制度」や図書館の開館時間の延長を支える「ライブラリー・アシスタント制度」、さらには、新たに発足させた「広島市立

大学塾」や高大連携を契機とする小中高生を対象とした各種講座のような学生の自主活動も増えてきた。カリキュラムには含まれないこのような教育関連

プログラムを一元的に取り扱う組織として「総合教育センター」の設置が検討され、カリキュラムによる教育を縦糸とすればそれらを横糸で貫く機能の発

揮を目指している。 

広島市立大学では、法人化当初から「学生を中心に据えた」改革を目指してきた。新しい取組を行う場合も、従前から継続してきた取組を改善・発展・

進化させる場合にも、この思想が基盤をなしている。評価委員会はこうした教育担当者の真摯な努力の成果に対し、小項目「大学院教育」と「特色ある教

育」で自己評価を上回る高評価を結論とし、また「国際化」関連項目では高い自己評価をいずれも是とした。 

 

組織、業務運営等に関する改善事項等について 
 
組織、業務運営等に関し、特に改善を勧告すべき点はない。 
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公立大学法人広島市立大学の各事業年度における業務実績の評価方法及び基準について 

 

１ 法人による自己評価 

⑴ 年度計画の記載事項ごとの実施状況を以下の５段階により自己評価し、評価理由と併せ、

実績報告書に記載の上評価委員会に提出する。 

評価の記号 実施状況の説明 

ｓ 質・量双方において年度計画を上回って実施されている。 

ａ 質・量いずれか一方において年度計画を上回って実施されている。ただし、他方

において年度計画を下回って実施されている場合を除く。 

ｂ 質・量双方において年度計画どおり実施されている。 

ｃ 質・量いずれか一方において年度計画を下回って実施されている。ただし、他方

において年度計画を上回って実施されている場合は、双方の実施状況を総合的に

勘案して「ｂ」とすることができる。 

ｄ 質・量双方において年度計画を下回って実施されている。 

⑵ 年度計画の小項目及び大項目ごとの自己評価についても⑴と同様とする。 

 

２ 評価委員会による評価 

⑴ 小項目評価 

ア 「中期計画の達成に向けて、各事業年度の業務を順調に実施しているかどうか」という観

点から、法人による自己評価を踏まえつつ、年度計画の内容の妥当性も含めて、小項目ご

とに以下の５段階により評価する。 

評価の記号 実施状況の説明 

Ｓ 質・量双方において年度計画を上回って実施されている。 

Ａ 質・量いずれか一方において年度計画を上回って実施されている。ただし、他方

において年度計画を下回って実施されている場合を除く。 

Ｂ 質・量双方において年度計画どおり実施されている。 

Ｃ 質・量いずれか一方において年度計画を下回って実施されている。ただし、他方

において年度計画を上回って実施されている場合は、双方の実施状況を総合的に

勘案して「Ｂ」とすることができる。 

Ｄ 質・量双方において年度計画を下回って実施されている。 

イ 評価委員会の評価が法人による自己評価と異なる場合は、その理由等を示すものとする。 

 

⑵ 大項目評価 

小項目評価を踏まえ、大項目ごとに以下の５段階により評価するとともに、特筆すべき事

項等があればその旨のコメントを記載する。なお、評価の記号ごとに以下の評点を付す。 
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評価の記号 実施状況の説明 評点 

Ｓ 質・量双方において年度計画を上回って実施されている。 ５ 

Ａ 質・量いずれか一方において年度計画を上回って実施されている。ただし、

他方において年度計画を下回って実施されている場合を除く。 

４ 

Ｂ 質・量双方において年度計画どおり実施されている。 ３ 

Ｃ 質・量いずれか一方において年度計画を下回って実施されている。ただし、

他方において年度計画を上回って実施されている場合は、双方の実施状況

を総合的に勘案して「Ｂ」とすることができる。 

２ 

Ｄ 質・量双方において年度計画を下回って実施されている。 １ 

 

⑶ 全体評価 

大項目ごとに以下の評価比率を配分し、大項目評価の評点を加重平均（評点×評価比率を

合計）した結果を基に評価する。また、法人による実績報告書の記述等を踏まえ、中期計画

の実施状況に係るコメントを記載する。 

大項目 評価比率 

第２ 教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置  

１ 教育 ２０％ 

２ 学生の確保と支援 １０％ 

３ 研究 １５％ 

４ 社会貢献 １５％ 

５ 国際交流 １０％ 

第３ 業務運営の改善及び効率化等に関する目標を達成するためとるべ

き措置 

 

１ 業務運営の改善及び効率化等 １５％ 

２ 財務内容の改善 １５％ 

 

評価の基準 評価の記号等 

４．５＜Ｘ Ｓ 法人の業務は、中期計画の達成に向けて極めて順調に実施され

ている。 

３．５＜Ｘ≦４．５ Ａ 法人の業務は、中期計画の達成に向けて順調に実施されてい 

る。 

２．５＜Ｘ≦３．５ Ｂ 法人の業務は、中期計画の達成に向けて概ね順調に実施されて

いる。 

１．５＜Ｘ≦２．５ Ｃ 法人の業務は、中期計画の達成に向けて十分に実施されていな

い。 

Ｘ≦１．５ Ｄ 法人の業務には、中期計画を達成するために重大な改善事項が

ある。 

※ Ｘは大項目評価の評点×評価比率の合計 



    

   

全体評価（評点） 

大項目名 
評価の記号 

（大項目評価） 

※1 

評点（α） 
評価比率（β） α×β 

評価の記号 

（全体評価） 

第２ 教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置     
 

１ 教育 Ａ ４ ２０％ ０．８ 

２ 学生の確保と支援 Ａ ４ １０％ ０．４ 

３ 研究 Ｂ ３ １５％ ０．４５ 

４ 社会貢献 Ａ ４ １５％ ０．６ 

５ 国際交流 Ｓ ５ １０％ ０．５ 

第３ 業務運営の改善及び効率化等に関する目標を達成するためとるべき措置     

１ 業務運営の改善及び効率化等 Ｂ ３ １５％ ０．４５ 

２ 財務内容の改善 Ａ ４ １５％ ０．６ 

計    
※2 

３．８ 
Ａ 

 

 

※1 「評点」は「評価の記号（大項目評価）」と連動する。Ｓ＝５点、Ａ＝４点、Ｂ＝３点、Ｃ＝２点、Ｄ＝１点 

※2 「全体評価の記号」はこの数値（α×βの計）と連動する。 

   

 

 

全体評価の記号 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

α×βの計(＝Ｘ) 4.5＜Ｘ 3.5＜Ｘ≦4.5 2.5＜Ｘ≦3.5 1.5＜Ｘ≦2.5 Ｘ≦1.5 



項目別評価（総括表） 

評 価 項 目 評価の記号 

第２ 教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置  

 １ 教育 Ａ 

  ⑴ 教育内容の充実  

   ア 全学共通教育 Ａ 

   イ 学部専門教育 Ａ 

   ウ 大学院教育 Ａ 

   エ 特色ある教育 Ｓ 

  ⑵ 教育方法等の改善 Ｂ 

 ２ 学生の確保と支援 Ａ 

  ⑴ 学生の確保 Ａ 

  ⑵ 学生への支援 Ｂ 

 ３ 研究 Ｂ 

  ⑴ 研究活動の活性化 Ｂ 

  ⑵ 研究成果の積極的な公開及び還元 Ｂ 

 ４ 社会貢献 Ａ 

  ⑴ 生涯学習ニーズ等への対応 Ａ 

  ⑵ 社会との連携の推進 Ａ 

 ５ 国際交流 Ｓ 

  ⑴ 国際交流の推進 Ｓ 

  ⑵ 日本人学生及び留学生への支援の充実 Ｓ 

第３ 業務運営の改善及び効率化等に関する目標を達成するためとるべき措置  

 １ 業務運営の改善及び効率化 Ｂ 

  ⑴ 機動的かつ効率的な運営体制の構築 Ｂ 

  ⑵ 社会に開かれた大学づくりの推進 Ａ 

 ２ 財務内容の改善 Ａ 

 ３ 自己点検及び評価 Ｂ 

 ４ その他業務運営 Ｂ 

 

 



 

 



 

項目別評価 

中期目標 中期計画 
平成 29年度 

年度計画 

公立大学法人広島市立大学による自己評価 評価委員会による評価 

評価理由等 記号 評価理由・コメント等 記号 

        

第２ 教育研究等の質

の向上に関する目標 

第２ 教育研究等の質の向上に

関する目標を達成するためと

るべき措置 

      

１ 教育に関する目標 １ 教育（大項目）  大項目評価 

教育内容を充実させるため、平成 30 年度に向け、「3 学部合同基礎

演習」のシラバス作成等の諸準備を行ったほか、大学院平和学研究科

の新設に向けて集中的に取り組み、平成 31年 4月に開設することが確

実となった。また、社会に貢献するリーダー人材を育成する「広島市

立大学塾」の創設・実施、新たなものづくりができる人材の育成を目

指す「マツダ・広島市立大学芸術学部共創ゼミ」の開講・実施や、リ

メディアル教育（英語・数学）の試行実施などに取り組んだ。 

既存の教育プログラムについては、地域を志向する人材を育成する

「COC+教育プログラム」で、「地域課題演習」の開始などプログラム内

容を拡充し、また、日本人学生と留学生とが語学力を高め合う「ラン

ゲージチューター制度」を充実させた。教養を高めるための取組「い

ちだい知のトライアスロン」事業では、平成 29年 4月から運用開始し

た新 Web システムを活用するとともに、出張講座やビブリオバトル等

の魅力ある取組を多く行い、附属図書館入館者数が、平成 28年度を上

回るなど着実な成果を挙げている。 

また、各学部・研究科等においても、外国語系科目の必修科目や履

修要件の見直し、新技術に対応するカリキュラムや「イノベーション

人材育成プログラム」の検討、地域展開型芸術プロジェクト等の実践

的教育の実施、国内外から講師を招いた講演会の開催など、教育内容

の見直しや充実等に取り組んだ。 

さらに、クォーター制を平成 30年度に一部導入するための検討・準

備、アクティブ・ラーニング推進に向けた調査・検討など、今後の教

育の質の向上に向け、様々な取組を行った。 

以上のように、優れた取組を実施したことから、「a」と評価した。 

 

 

 

 

 

a 〔評価理由〕 

 教育全般について優れた取組

を実施したと認められることか

ら、「Ａ」と評価した。 

 

 

 

Ａ 



中期目標 中期計画 
平成 29年度 

年度計画 

公立大学法人広島市立大学による自己評価 評価委員会による評価 

評価理由等 記号 評価理由・コメント等 記号 

⑴ 教育内容の充実 ⑴ 教育内容の充実       

各学部及び研究科

における質の高い教

育を行うとともに、幅

広く深い教養と総合

的な判断力を培い、豊

かな人間性をかん養

するため、各学部及び

研究科の枠を越えた

幅広い教育の充実を

図る。加えて、地方創

生に取り組む「地（知）

の拠点大学」として、

地域との連携・協働に

より、多様な環境下で

の実践的な教育を推

進する。 

また、「国際平和文

化都市」を都市像とす

る本市の設立した公

立大学法人が設置す

る大学として、平和に

関する教育を積極的

に推進するとともに、

グローバル化への対

応力を育成するため

の機会の充実を図る。 

 

 

ア 全学共通教育（小項目） 

(ｱ) 多様な価値観に触れ、多

様な視座・研究アプローチ

を学ぶため、国際学、情報

科学及び芸術学という特色

ある学部構成を生かし、必

修科目として 3 学部合同ゼ

ミを開設する。 

(ｲ) 学生が、読書、映画鑑賞

及び美術鑑賞を通じて専門

分野を越えた幅広い教養を

身に付けられるよう、「い

ちだい知のトライアスロ

ン」事業のより一層の充実

を図る。平成 33 年度まで

に、「いちだい知のトライ

アスロン」事業に係る感想

レポート及び「おススメコ

メント（他の学生に本や作

品を推薦するという視点で

作成するコメントをい

う。）」の提出件数を年間

2,000件（平成 26年度 1,012

件）にするとともに、附属

図書館入館者数を年間

90,000 人（平成 26 年度

84,672人）にする。 

(ｳ) 外国語による実用的・実

践的なコミュニケーション

能力を向上させるため、授

業内容の改善等により、英

語及び第 2 外国語教育の充

実を図る。 

 

 

 

○担当教員用マニュアル

の作成等、3学部合同

ゼミの導入に向けた準

備 

 

 

 

○新 Webシステムの運用

開始等による「いちだ

い知のトライアスロ 

ン」事業の活性化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○英語及び第 2外国語教

育の充実に向けた検討 

〇留学生を活用した実践

的外国語会話プログラ

ムの試行実施 

 小項目評価 

○3学部合同ゼミの実施に向け、「3学部合同ゼミ検討ワーキンググ

ループ」（以下「検討 WG」という。）を立ち上げ、3学部合同ゼミ

及び「情報活用基礎」のシラバス・開講日時・使用教室について

検討した。 

 実施案については、「検討 WG」での検討及び学部間での調整を行

い、全学共通教育委員会での審議を経て、平成 30 年度授業担当

予定者への説明会を開催した。説明会後の全学共通教育委員会に

おいて実施内容を確定するとともに、科目の正式名称を「3 学部

合同基礎演習」とした。 

【検討、決定内容】 

・シラバス（概要、到達目標、事前事後学修、講義内容及び評

価方法） 

・授業実施の留意事項 

・「知のトライアスロン」事業の活用方法 

・剽
ひょう

窃行為への対応方法 

 なお、授業の運営上の問題を協議する場として、「3学部合同基礎

演習ワーキンググループ」を設置した。 

 「情報活用基礎」については、現行の「情報基礎」と「情報演習」

を統合するに当たって、各学部の要望を取り入れ、各学部のニー

ズに合った講義内容とした。  

○「いちだい知のトライアスロン」事業については、コース達成状

況の視覚化、リプライ、いいねボタンの追加、スマートフォン画

面の新設や、「3 学部合同基礎演習」でスムーズに活用できるよう

改修した新 Web システムの運用を開始し、その周知を図るととも

に、教員、学生への操作方法等の説明会など、普及活動を行い、

事業の活性化に努めた。 

 その結果、附属図書館入館者数及び学生への図書貸出者数が増加

し、学生の附属図書館の積極的な活用が促進された。 

【取組実績】 

（教員及び学生への普及） 

・教員説明会 参加数 30名 

・基礎演習内での説明 1年生 420名 

・授業での出張説明 1回 芸術学部 50名 

・Webサイトへの投稿方法動画の掲載 

a 〔評価理由〕 

 全学共通教育の充実のための

優れた取組を実施したと認めら

れることから、「Ａ」と評価した。 

〔コメント〕 

○「3学部合同ゼミ」は学部の垣

根を越える独創的な試みと評

価する。「知のトライアスロ

ン」も、学生に読書・映画・

美術鑑賞の動機付けを与える

工夫として秀逸である。 

○「いちだい知のトライアスロ

ン」では、いろいろな促進事

業を実施し、学生に対してモ

チベーションを上げる努力を

している。裾野を広げる取組

を今後も期待したい。 

○3学部合同基礎演習へ向け、国

際学部・情報科学部・芸術学

部が相互の特徴を生かしつ

つ、1年生から少数ゼミによる

学部を越えた多様な視点から

教育を行うことが検討され、

平成 29年度からいよいよ実施

された。自分の頭で考える力、

他を知る力、自分の意思を伝

える力を養う方向に教育内容

を変更させた取組は高く評価

できる。それらと連携したコ

ンピュータを活用した英語応

用演習による TOEIC のスコア

アップは目に見える成果であ

る。 

 

 

Ａ 



中期目標 中期計画 
平成 29年度 

年度計画 

公立大学法人広島市立大学による自己評価 評価委員会による評価 

評価理由等 記号 評価理由・コメント等 記号 

・Webサイトへの緊急 Q＆Aの設置 

・コメント大賞表彰式の実施 

・学生の実情把握のため、新入生読書アンケートを実施 回答

者数 401名 

（促進事業の実施） 

・出張講座 

民間映画館等での出張講座（2回 93名） 

・芸術資料館での講座＆芸術鑑賞（2回 72名） 

・語学センターでの映画上映会 

（平成 29年 6月 19日～6月 28日 67名） 

（平成 29年 12月 4日～12月 8日 97名） 

・英語多読マラソン（完走 2名） 

・ブックハンティング（8名、111冊選書） 

・ビブリオバトル（平成 29年 10月 9日 40名） 

・トークイベント(広島国際映画祭) 

（平成 29年 11月 13日 40名） 

・知の鉄人が 3名誕生 

・推薦コメント及び講義レポート数 1,619件 

（平成 28年度：1,330件） 

・附属図書館入館者数 106,587名（平成 28年度：105,037名） 

・学生の図書貸出冊数 25,976冊（平成 28年度：25,590冊） 

○国際学部においては、外国語の学修意欲の高い学生が柔軟に科目

選択できるようにするとともに、教育の質の向上を図るため、外

国語系科目の必修科目や履修要件の見直しを行い、平成 30 年度

入学生から適用することとした。 

 芸術学部においては、英語によるコミュニケーション能力の向上

を目的として、平成 30年度入学生から、「CALL英語集中Ｉ・Ⅱ」

に加えて、「英語応用演習Ⅰ・Ⅱ」を必修科目とした。 

また、平成 29 年度に新設した外国語教育専門委員会において、

次のとおり取り組んだ。 

【取組内容】 

・外国語系科目における各学部の課題の洗い出し 

・外国語系科目における統一的な到達目標・評価基準の設定の

検討及び他大学の外国語科目のシラバス調査 

・外国語系科目の配当年次の変更検討 

・外部検定による単位認定の検討 

 



中期目標 中期計画 
平成 29年度 

年度計画 

公立大学法人広島市立大学による自己評価 評価委員会による評価 

評価理由等 記号 評価理由・コメント等 記号 

・第 2外国語ガイダンス等での、留学との関連を意識した検討 

 さらに、語学センターのランゲージラウンジを活用した授業外で

の外国語学習機会の提供に向け、日本人学生ランゲージチュータ

ーが留学生に日本語学習支援を行うだけでなく、留学生もランゲ

ージチューターになり、その母国語を留学予定の日本人学生に教

えるなど、会話パートナーになることができるよう制度の拡大を

行い、試行した。 

以上に加え、ランゲージチューター制度を利用できる学生の対象

を外国人研究生や特別聴講生を含む全学生に広げた。その結果、

平成 29年度は計 69.5時間の制度活用があり、日本人学生チュー

ターによる留学生への学習支援が 64 時間、留学生チューターに

よる日本人学生への学習支援が 5.5時間であった。 

 以上のように、全学共通教育内容の充実に大きく貢献する優れた

取組を実施したことから、「a」と評価した。 

        

学部専門教育で

は、各学部の理念と

専門分野の特色に

対応した効果的な

専門教育を行う。 

イ 学部専門教育（小項目） 

学生の多様化に対応する

とともに、社会で通用する

実践的な能力を身に付けた

学生を養成するため、学部

専門教育の充実に取り組

む。 

 

(ｱ) 国際学部においては、専

門性と学際性を両立させる

ため、教育課程の充実及び

専門領域認定（国際学部の

五つのプログラム科目群の

うち、一つの科目群から 36

単位以上を履修した場合、

当該プログラム領域を専門

に履修したことを認定する

制度をいう。）の仕組みの

見直しに取り組む。 

(ｲ) 情報科学部においては、

技術の進展に対応できる基

 

 

 

 

 

 

 

 

○専門性と学際性を両立

させるための教育課程

の充実策の作成及び専

門領域認定の仕組みの

見直しの実施 

 

 

 

 

 

 

○技術の進展に対応した

カリキュラム改善に関

 小項目評価 

○国際学部では、特色である専門性や学際性に関して、基礎演習、

発展演習、専門演習及び卒論演習のシーケンスや内容については

教務委員会で、望ましい学生像と必要な入試改革に関しては入試

委員会で、それぞれ議論を進めてきた。 

 平成 29年 10月には国際学部専門科目の関連度調査と、国際学部

の学際性や三つのポリシーの改編に向け、全教員の意見を募っ

た。 

 また、教務委員会を中心に複数領域にまたがる新領域認定制度に

ついて検討した。 

 その結果、今後の専門領域認定については、①専門演習及び卒業

論文と関連付けること、②従来の 5プログラム所属科目に、上記

調査の結果から関連度が高いとみなされた科目群を加えること

で、5 領域の認定を行うこととした。このことにより、専門領域

認定が、柔軟かつ有効に活用される仕組みとなった。 

○情報科学部では、学部長以下で構成する「新技術対応カリキュラ

ム検討・評価委員会」を設置しており、各学科において最新の技

術動向の調査を実施した。 

学部教育に関しては、新技術を専門科目として学ぶための基礎・

基幹科目となる数学系科目及びプログラミング系科目を強化す

る「イノベーション人材育成プログラム」について入試改革ワー

a 〔評価理由〕 

 学部専門教育の充実のための

優れた取組を実施したと認めら

れることから、「Ａ」と評価した。

〔コメント〕 

○イノベーション人材育成プロ

グラムの実施に向けての詳細

な検討や、芸術学部の学外で

の実践的教育について高く評

価した。 

○カリキュラムの変更はなかな

か大変であるが、それぞれの

学部が改善に向けて議論をし

ている。情報科学部のプログ

ラミング教育検討ワーキング

グループの設立など準備が始

まっているが、具体的な大き

な変更には至っていない。 

○マレーシア科学大学との学術

交流協定の締結等による学生

交流の促進は評価できる。 

Ａ 



中期目標 中期計画 
平成 29年度 

年度計画 

公立大学法人広島市立大学による自己評価 評価委員会による評価 

評価理由等 記号 評価理由・コメント等 記号 

礎教育の充実を図るととも

に、グローバル人材の育成

等を推進する。 

 

(ｳ) 芸術学部においては、創

作工房及びスタジオを活用

した実習科目の導入等によ

り、学生の創作活動の幅を

広げるための教育内容の充

実を図る。 

(ｴ) 大学教育の質を担保す

るため、英語、数学等のリ

メディアル教育（大学教育

を受ける前提となる基礎的

な知識等を補う教育をい

う。）を実施する。 

 

 

 

する検討 

○グローバル人材育成の

ための教育の実施と評

価 

○創作工房及びスタジオ

を活用した実習カリキ

ュラムの実施、地域展

開型の芸術プロジェク

トによる学外での実践

的教育の実施 

○リメディアル教育の実

施案の作成と試行実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

キンググループと共に検討した。「イノベーション人材育成プロ

グラム」に配属される学生は、総合型選抜等において選ばれ、技

術の進展に対応できる数学あるいはプログラムの革新的な教育

を受けた後、大学院に進学することを想定している。 

 プログラミング系科目について、プログラミング教育検討ワーキ

ンググループを設置した。また、同ワーキンググループは、ビジ

ュアル系プログラミングに関する内容をプログラミング教育の

導入部分に加えることで学生の学習意欲を高めることを提案し

た。 

 さらに、入試改革ワーキンググループ、プログラミング教育検討

委員会、入試委員会及び教務委員会と連携して「イノベーション

人材育成プログラム」のカリキュラムの概要を提案し、平成 30

年度までに詳細を検討することとした。 

 また、情報科学を駆使して活躍するグローバル人材の育成のた

め、次の取組を実施した。 

【取組内容】 

・TOEIC スコアの進級条件導入の効果及び集中英語研修（フォ

ローアップ教育）の効果の検証及び評価 

 平成 28年度に引き続き、過去 5年分の学生の TOEICスコアの

統計分析を行い、進級要件導入の効果を検証し、英語能力の

底上げを図った。集中英語研修については、その効果を確認

した。 

・マレーシア科学大学との学術交流協定の締結 

・海外学術交流協定大学間の学生交流の促進 

 平成 29 年度に日本・アジア青少年サイエンス交流事業に応

募・採択され、8 月に西南大学電子情報工程学院（中国）か

ら大学院生 2 名、学部生 2 名、引率教員 1 名を招へいし、情

報科学研究科の研究紹介や実験体験を行った。 

・グローバル人材育成貢献賞を設置 

 教員のグローバル人材育成教育への注力を促すことを目的に

新設した。学生の国際会議への参加促進により、学生の英語

による発表能力、コミュニケーション能力の向上に貢献した

教員が受賞した。 

○芸術学部では、創作工房及びスタジオを活用した実習カリキュラ

ムの実施、地域展開型の芸術プロジェクトによる学外での実践的

教育の実施などに取り組んだ。 

 

 



中期目標 中期計画 
平成 29年度 

年度計画 

公立大学法人広島市立大学による自己評価 評価委員会による評価 

評価理由等 記号 評価理由・コメント等 記号 

 「マツダ・広島市立大学芸術学部共創ゼミ」を開設し、学年にか

かわらず 5分野の学生（18名）が参加し、1年目のゼミを終えた。

平成 29年度の実施内容を振り返り、平成 30年度の実施内容につ

いて検討した。 

 学外での実践的教育は「広島ニュートラベル」と題して、地域展

開型の芸術プロジェクトである COC+アートプロジェクトを 10 件

実施し、多くの学生が参加した（参加学部生 93 名・大学院生 37

名）。 

 「基町プロジェクト」においては、本学単独であった「基町カフ

ェ」を他大学と連携したものに発展させた。 

 創作工房・スタジオ等の活用については、平成 29 年度の試行的

活用を経て、専門科目を中心として活用した。2Dプリントルーム

では、各学科、専攻の実習、演習科目における作品データの印刷

や資料の作成等に広く活用した（193 回）。3D スタジオでは、3D

プリンターを活用した（137回）。フォトスタジオでは、課題等で

制作した作品の高精細撮影に多く活用した（153回）。アートシア

ターでは、映像メディアの授業のほか、各分野においても発表会

等で活用した（54 回）。共通工房では、専門科目、課題制作等に

広く活用し、その実績は、木材加工室で 315回、金属加工室で 332

回となっている。 

○リメディアル教育については、下記のとおり行った。 

【取組実績】 

（英語） 

内容：文法又は文法事項の入ったリーディング 

実施期間：（前期）平成 29年 5月 24日～同年 7月 27日 

（週 1コマ×10週） 

（後期）平成 29年 11月 1日～平成 30年 1月 18日 

（週 1コマ×10週） 

対象学生：全学部を対象（おおむね TOEIC スコア 250 点以下の

者）に募集 

受講人数：前期 22人、後期 12人 

（数学） 

内容：情報科学部１年前期で必修科目となっている「解析学Ｉ」

及び「線形代数学Ｉ」の単位を修得するために必須であ

る高等学校数学 

実施期間：平成 29年 5月 10日～同年 7月 28日 



中期目標 中期計画 
平成 29年度 

年度計画 

公立大学法人広島市立大学による自己評価 評価委員会による評価 

評価理由等 記号 評価理由・コメント等 記号 

（週 2コマ×12週） 

対象学生・受講人数：情報科学部基礎学力調査成績下位 10名 

受講者に対して授業アンケートを行い、受講者の継続要望に応え

るため、英語は後期も実施した。 

 試行実施により英語は TOEIC受験者 13人のうち 10人のスコアが

20％以上アップした。また、数学は、受講者 10 人のうち約半数

が「解析学Ⅰ」又は「線形代数学Ⅰ」の単位を修得した。 

 平成 30 年度の実施案について、試行結果を基に検討し、英語に

ついては、内容を「文法及び文法項目の TOEICリーディング問題

への応用」に変更し、数学については、対象学生を「入試結果を

基とした成績下位 10 人の学生に単位未修得の過年度生 5 名程度

を加える」に変更した。 

 以上のように、学部専門教育内容の充実に大きく貢献する優れた

取組を実施したことから、「a」と評価した。 

        

大学院教育では、

国際学、情報科学、

芸術学及び平和学

の特色ある研究科

及び研究所の構成

を生かした個性的

な教育を実施し、高

度な知識を身に付

けさせるとともに、

自己の能力を発揮

して課題に対応で

き、国際社会及び地

域の発展に貢献で

きる研究者及び高

度人材を養成する。 

ウ 大学院教育（小項目） 

学生の多様化に対応する

とともに、専門分野におい

て優れた研究能力と実践的

技能を身に付けた学生を養

成するため、大学院教育の

充実に取り組む。 

(ｱ) 大学院に平和学研究科

を新設する。 

 

(ｲ) 国際学研究科において

は、文系高度実務者養成の

ための教育を実施する。 

 

(ｳ) 情報科学研究科におい

ては、社会のニーズを教育

へ適切に反映するととも

に、社会の変化に対応した

人材育成のための教育内容

の充実を図る。 

(ｴ) 芸術学研究科において

 

 

 

 

 

 

 

○平和学研究科の新設に

向けた検討、文部科学

省への設置手続 

○国際学研究科の特色で

ある学際性と国際性を

生かした教育体制の強

化に向けた検討 

○技術の進展に対応した

カリキュラム改善に関

する検討 

 

 

 

○領域横断的な教育の実

 小項目評価 

○平和学研究科の新設に向けて、平成 28 年度に「平和学研究科設

置委員会」及び「カリキュラム編成ワーキンググループ」におい

て検討した事項を基に事前相談書類を作成し、平成 29 年 6 月に

文部科学省に提出した。その結果、同年 8月に同省から「『届出』

による設置が可能」との結果報告があり、平成 30 年 4 月に設置

届出書類を同省へ提出することとなった。 

 新規採用教員人事については、平成 29年 9月に 2名、平成 30 年

3 月に 1 名の採用候補者を決定し、平和学研究科の教員組織体制

を整備した。 

 また、入試については、「入試ワーキンググループ」を設置し、

具体的な入試制度の検討を進めた。 

○国際学研究科では、学際性と国際性を生かし、高い知的能力と実

務能力を持つ人材育成の観点から、特に前期課程修了後、企業な

どに就職を目指す学生を中心に、課題研究報告書の作成による学

位取得を積極的に位置付けた教育を実施した。その結果、平成 29

年度修了生 8名のうち、課題研究報告書による修了生を 3名輩出

した。 

 また、文系高度実務者養成の一環として「教師教育の高度化」に

対応するため、専修免許状取得科目「持続可能な開発のための教

育論」を新設した。一方、地方企業の国際化対応として、「会計

b 〔評価理由〕 

 大学院教育のための優れた取

組を実施したと認められること

から、「Ａ」と評価した。 

〔コメント〕 

○平和学研究科新設のための準

備と教員採用は高い評価に値

する。 

○平和研究の大学院プログラム

の開設は、学術的に大きな意

義がある。ヒロシマの地にふ

さわしい、極めて意欲的な取

組として高く評価する。 

○大学院平和学研究科設置構想

及び平和学の学位授与は広島

ならではの特徴があり、また

広島が率先して行わなければ

ならない取組である。これら

は未来に向けた大きな財産で

あり、高い評価に値する。 

○情報科学研究科に新技術対応

Ａ 



中期目標 中期計画 
平成 29年度 

年度計画 

公立大学法人広島市立大学による自己評価 評価委員会による評価 

評価理由等 記号 評価理由・コメント等 記号 

は、学生の創作活動の幅を

広げるための領域横断的な

教育に取り組むとともに、

地域展開型の芸術プロジェ

クトへの参加等による実践

的な教育を推進する。 

(ｵ) 国際学、情報科学、芸術

学及び平和学の特色ある研

究科及び研究所の構成を生

かした科目の新設等によ

り、学際的な教育を推進す

る。 

 

 

 

施、COC+アートプロジ

ェクトをはじめとした

地域展開型の芸術プロ

ジェクトへの参加促進 

 

 

○国際学、情報科学、芸

術学及び平和学のうち

2以上の研究科及び研

究所に係る内容を融合

させた学際的教育推進

に向けた検討 

 

 

学」と「国際商務論」の採用人事を進め、平成 30 年度から大学

院科目を新設することとした。 

 さらに、フランスの海外協定大学院より教育実習生を初めて受け

入れ、学部の外国語教育と大学院教育を有機的に結び付ける試み

を開始した。留学生の日本語能力向上対策として、語学センター

において、日本人大学院生による個別指導を行った。 

 なお、地域における教育ニーズ調査については在学生を対象にヒ

アリングを実施し、引き続き検討を行うこととした。 

○情報科学研究科では、研究科長以下で構成する「新技術対応カリ

キュラム検討・評価委員会」を設置しており、各専攻において最

新の技術動向の調査を実施した。 

 大学院教育に関しては、留学生の入学を目的とした大学院講義の

教材の英語化について検討を行った。日本人学生への教育効果と

のバランスを考えると、留学生受入れを目的とした講義の英語化

等を急速に進めるより、まずはある程度の日本語能力のある留学

生が入学できる仕組みを整え、留学生の意見等を反映しながら、

徐々に英語による教育を拡大することとし、大学院入試の仕組み

変更から着手することについて検討した。その上で教材の英語化

は可能なレベルで各教員が対応することとした。 

 また、国際学研究科で行われている海外学術交流協定大学による

大学院推薦入試制度を情報科学研究科でも創設することについ

て検討し、教授会において、当該制度を実施するために専攻ごと

に 4つ程度の講義を英語で行うことについて合意した。 

 さらに、社会人の学び直しの教育を実践するために、他大学と連

携した「成長分野を支える情報技術人材の育成拠点の形成

(enPiT)」（enPiT-Pro)に応募し採択された。enPiT-Pro のカリキ

ュラムでは、社会のニーズを反映した社会人教育について検討を

行った。将来的には、同カリキュラムを大学院教育に反映させる

予定である。 

○芸術学研究科では、学生個々の研究成果を広く学内外で発表する

ことを推奨しており、個展・グループ展活動が活発に行われた。

全国公募の公募展、コンペティション及びコンクールで多くの入

選、受賞の成果があり、個々の研究テーマの深化につながった。

博士後期課程在籍の学生が「第 33回県民文化奨励賞」を受賞、「第

44 回創画展」で入選、奨励賞受賞のほか、「公益財団法人佐藤国

際文化育英財団第 27 期奨学生」、「広島信用金庫日本画奨励賞」

カリキュラム検討・評価委員

会の設置をしたことを評価し

た。 

 

 



中期目標 中期計画 
平成 29年度 

年度計画 

公立大学法人広島市立大学による自己評価 評価委員会による評価 

評価理由等 記号 評価理由・コメント等 記号 

等に選定されている。 

 博士前期課程においては、「第 72回新匠工芸会展」での入選、「い

まからまめさら 2017」で最高賞受賞、「三菱商事アート・ゲート・

プログラム（MCAGP）」の奨学生に選定されたことなどが目立った

成果として挙げられる。 

 さらに、視野を広げ、幅のある創作活動を行う能力を伸ばすため、

各研究分野が行う講評会、成果発表会、特別講義などの告知を徹

底するとともに、平成 29 年度から研究内容に応じて専門領域外

の教員の中からも副指導教員を申請できることとした。 

 「マツダ・広島市立大学芸術学部共創ゼミ」への大学院生の参加

を可能としたことから博士前期課程（1名）、後期課程（1名）の

学生の参加があった。 

 また、地域展開型の芸術プロジェクトに学生の積極的な参加を促

した結果、COC+アートプロジェクトに大学院生 37 名が参加し、

プロジェクトを牽引した。 

○国際学、情報科学、芸術学及び平和学のうち 2以上の研究科及び

研究所に係る内容を融合させた学際的教育推進に向け、以下のと

おり取り組んだ。 

【取組内容】 

・修士論文の副指導教員として、芸術学研究科と情報科学研究

科の教員が相互に担当できる制度を平成 30 年度から導入す

ることを検討した。 

以上のように、大学院教育内容の充実について計画に掲げる取組

を着実に実施したことから、「b」と評価した。 

        

 エ 特色ある教育（小項目） 

(ｱ) 豊かな人間性と国際性

を身に付けた人材を育成す

るため、国際学生寮を活用

した教育プログラムの開

発・実施に取り組む。 

(ｲ) 社会に貢献するリーダ

ー人材を育成するため、少

数の学生を対象に課外教育

プログラムを実施する「広

島市立大学塾」（仮称）を

 

○国際学生寮を活用した

教育プログラムの開発 

 

 

 

○「広島市立大学塾」（仮

称）の創設 

 

 

 

 小項目評価 

○「国際学生寮教育ワーキンググループ」の中で寮教育プログラム、

学生役職者研修プログラム及び交流プログラムについて検討を

進め、国際学生寮に関する規程及び規則を制定するとともに、寮

教育プログラムの概要及び学生役職者研修プログラムを決定し

た。 

 平成 29 年 9 月に学生役職者を募集・選考し、同年 11 月に 16 名

の学生役職者を決定した（うち 1名は留学のため辞退）。 

 平成 30 年 1 月からは学生役職者研修プログラムを開始し、リー

ダーシップやコミュニケーション、異文化理解交流研修、心肺蘇

生、AED などの緊急時対応研修を行い、学生役職者として必要な

a 〔評価理由〕 

 特色ある教育の充実について

特に優れた取組を実施したと認

められることから、「Ｓ」と評価

した。 

〔コメント〕 

○リーダーを養成するための取

組が多面的に行われているこ

とを評価したい。新設の国際

学生寮における人材養成、広

島市立大学塾の視察体験プロ

Ｓ 



中期目標 中期計画 
平成 29年度 

年度計画 

公立大学法人広島市立大学による自己評価 評価委員会による評価 

評価理由等 記号 評価理由・コメント等 記号 

創設する。 

(ｳ) 地方創生に取り組む「地

（知）の拠点大学」として、

地域に愛着・誇りを持ち、

その発展に貢献する人材を

育成するための教育カリキ

ュラムの充実を図る。 

(ｴ) 情報科学部及び情報科

学研究科においては、他大

学、医療機関、企業等学外

機関との連携を推進し、情

報科学、医学及び工学の知

識を有した優秀な人材の育

成を図る。 

(ｵ) 夏期集中講座「HIROSHI 

MA and PEACE」の講義内容

等のより一層の充実を図

る。 

(ｶ) 平和科目の必修化等に

より、平和関連教育の充実

を図る。 

 

(ｷ) 学生が世界又は地域で

活躍する人材と交流する機

会の充実を図るため、外部

講師を招いた講演会、特別

講義等の開催に取り組む。 

(ｸ) 学生の成長につながる

地域での取組へ学生の参加

を促す。 

 

 

 

 

 

 

 

○COC+教育プログラム 

（2年次対象）の実施 

 

 

 

 

○医用情報科学分野にお

けるカリキュラムの実

施、見直し・改善に向

けた検討 

 

 

 

○夏期集中講座「HIROSHI 

MA and PEACE」の改善

案の作成 

 

○平和関連教育の実施、

大学院全研究科共通科

目での平和関連教育の

充実に向けた検討 

○外部講師を招いた講演

会や特別講義等の開催 

 

 

 

○地域での取組への学生

の参加促進 

 

 

 

 

 

 

 

資質を養った。また、学生役職者として活動する際の取組の参考

とするため、寮教育について先進的な取組を行っている関西大学

及び立命館アジア太平洋大学の国際学生寮学生役職者と交流・意

見交換を行い、学生役職者としての自覚を持たせた。さらに、学

生役職者の活動内容に応じて、レジデントリーダー、フロアリー

ダー、ユニットリーダーを選出し、学生役職者を主体として寮内

ルールの作成に取り組み、寮の自主的な運営を目指した。 

 人材育成コンセプトに示す人材を育成するための教育プログラ

ムとして、日常会話における母語以外の語学学習、寮運営・交流

プログラム等の企画、共同生活におけるルール決めなど、日常生

活の中で自主的に身に付ける「隠れた教育」の検討を行った。ま

た、異文化交流や国際理解を図るとともに、茶道や書道など日本

文化理解に資するため、寮生・寮外学生・地域との交流を行う交

流プログラムの検討を行った。 

○「広島市立大学塾」創設に向けて、平成 29 年 6 月に塾生募集を

開始し、書類審査・面接審査を経て、同年 7 月に 15 名の塾生を

決定した。 

 また、平成 29年 10月の開塾に向けて、附属図書館長室横にアク

ティブ・ラーニングが可能な塾生室を整備した。 

 教育プログラムについては、塾長・副塾長を中心に検討を進め、

平成 29 年 10 月から平成 30 年 9 月までの期間を一期とする定期

プログラムと視察体験プログラムを作成した。 

 平成 29年 10月 4日の開塾式を皮切りに、行政や NGOの現場で活

躍する職員などを講師に迎え、社会の様々な問題について考える

定期プログラムを計 15回実施した。 

 平成 30年 2月 16日～19日にかけて、沖縄の大学生と共に平和を

考える視察体験プログラム（沖縄研修プログラム）を実施した。 

○COC+教育プログラムの実施については、地域貢献特定プログラム

の科目を 14科目から 23科目に拡充した。 

 「広島を知る」科目では、新たに「地域再生論入門」を開講し、

人口減少に対応した地域づくり等の地域再生の最新の動向と方

法論について学習した。このほか「広島の産業と技術」、「広島の

観光学」、「ひろしま論」など計 6科目を開講した。 

 「広島を感じる」科目では、新たに「地域課題演習」を開講し、

対象地域の 6 つの市町での演習テーマに 60 名が参加し、現地で

の活動や考察、現地の人との交流を通じて地域の特性や課題につ

グラム（沖縄研修）、地方創生

推進事業（COC+）の各種プロ

ジェクトなど、いずれも意欲

的なものである。 

○「臨床情報医工学プログラ

ム」、夏季集中講座『HIROSHIMA 

and PEACE』、総合共通科目「平

和科目」については、改善を

試みつつ継続されることを期

待したい。 

○国際学生寮の開設を目指し、

単なる宿泊施設から教育の場

に進化させ、グローバルな教

育を行おうとする発想は画期

的なものであり、学生の確保

という観点からも特徴があり

高く評価できる。今後学生の

確保は大きな課題になると思

うが、このような新しい発想

の積み重ねが大切になると思

う。 

○広島市立大学塾創設に向けて

の検討、COC+プログラムの実

施等特色のある教育内容を評

価した。 

○国際学生寮、広島市立大学塾

等は始まったばかりの取組で

はあるが、意欲的であり高く

評価できる。 

○国際学生寮の運営を軌道に乗

せるための実務や、広島市立

大学塾創設に向けての準備な

ど、精力的に活動を行ってい

る。 

○地域貢献特定プログラムによ

り、特徴のある「広島」につ



中期目標 中期計画 
平成 29年度 

年度計画 

公立大学法人広島市立大学による自己評価 評価委員会による評価 

評価理由等 記号 評価理由・コメント等 記号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いての理解を深めた。 

 「広島を問う」科目では、新たに「観光情報学」を開講し、情報

の観点から観光を捉える基礎を学び、観光関連データベースを用

いた演習を実施した。また、新たに「地域再生論」を開講し、地

域再生のアイデアをグローバルな視点を交えて学習した。このほ

か「非営利組織論」、「フィールドワーク論」など計 10 科目を開

講した。 

 以上の 17 科目に延べ 1,167 名の受講があり、履修後に地域への

関心度を聞いたアンケート結果では、関心が「非常に高まった」

「高まった」と答えた学生の割合が「地域課題演習」では 74％、

「地域再生論入門」では 89％となり、地域志向マインドの醸成に

一定の成果があり、地域社会への理解が深まった。 

 また、平成 30 年度からの新規科目である「広島を問う」科目の

「地域実践演習」の検討と開講準備を行った。 

 単位互換事業について、本校及び参加校 6校から提供した地域志

向科目 17科目に対して、初年度となる平成 29年度は尾道市立大

学、広島経済大学及び安田女子大学の 3校から 7名が履修した。

履修科目は広島経済大学の「広島を学ぶ」、広島市立大学の「創

作と人間」及び「観光情報学」であり、「観光情報学」は広島経

済大学の教員の協力により実施した。また、平成 30 年度に科目

を増やすための調整を行った。 

○情報科学部及び情報科学研究科では、平成 28 年度に再編した医

用情報科学科の新カリキュラムを実施するとともに、文部科学省

支援が終了した臨床情報医工学プログラムを継続した。また、同

プログラムで得た知見・成果を学科及び専攻のカリキュラムに反

映し融合させるべく、医療機関を中心とした学外との連携を検討

した。以上の内容を通じて学科及び専攻のカリキュラム、教育体

制の改善に向けた検討を行った。 

【取組内容】 

・平成 28年度再編の医用情報科学科新カリキュラムに対応した

教育を開始し、「医用情報科学概論」を選択科目とし、「化学」

及び「力学」を新設科目として開講した。 

・平成 28年度に引き続き他大学と連携して、臨床情報医工学プ

ログラムを運営した。平成 29 年度の新規登録者数は 11 名で

あった。また、夏季休業中に医療系実習、ステークホルダー

企業でのインターン研修（主に大学院生）を実施した。 

いての啓もうは重要だと感じ

る。「HIROSHIMA and PEACE」

などの継続的な取組も重要で

ある。 

 



中期目標 中期計画 
平成 29年度 

年度計画 

公立大学法人広島市立大学による自己評価 評価委員会による評価 

評価理由等 記号 評価理由・コメント等 記号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・臨床情報医工学プログラム科目の本学カリキュラムへの融合

のため、医用情報科学科教員 7 名による「臨床情報医工学プ

ログラム・医用情報科学科カリキュラム融合ワーキンググル

ープ」を組織した。 

・医学系教員の採用に向け学内での検討を進め、平成 31年度の

特任教員採用を目指すこととした。また、医学系教員の採用

及び臨床情報医工学プログラムの終了に伴い、学内での医学

系講義・実習の平成 31年度以降の開講を目指すこととした。 

・広島市民病院における最先端医療現場を見学し、教員の質的

向上を図った（医用情報科学科教員 7名）。 

・平成 28年度に引き続き、本学が代表校となり、本プログラム

の連携大学とともに申請した「ひろしま医工学スクール」が、

広島県の「大学連携による新たな教育プログラム開発・実施

事業」に採択され、ウェブサイトによる予習、著名な研究者

による講演、プログラミングを中心としたチュートリアルな

どを実施した。 

○今回も夏期集中講座「HIROSHIMA and PEACE」を成功裏に終了す

ることができた。平成 28 年に引き続き「青少年『平和と交流』

支援事業」として、平和首長会議の奨学金を受ける学生を 9名受

け入れたほか、新たに協定校となるブラッドフォード大学（イギ

リス）からの学生 1名も同大学の支援を受けて参加した。 

 毎年受講生にアンケート調査を実施しており、平成 29 年度も満

足度は高く、プログラム内容に大きな改良を加える必要はない。

しかし、平和首長会議とのより円滑な連携、ホームステイ家族と

のきめ細かな調整、協定校との協力体制や協定校学生の受入れな

どに改善の余地があり、それぞれについて、平成 30 年度の試行

に向けての改善案を作成した。 

 また、国際学生寮の活用については、本学学生向けに行われる準

備授業において、試行的に利用することとした。 

○平和関連教育について、「総合共通科目」の「平和科目」は、平

成 29 年度に新規開設した「国際化時代の平和」を含む 5 科目を

開講した。「平和科目」全体の履修者数は、平成 28年度に比べ 43

名増加し 507名となった。 

 大学院全研究科共通科目での平和関連教育の充実については、平

和学研究科が平成 31 年度に設置予定であることを見据え、同年

度に大学院全研究科共通科目における平和関連科目を新設でき



中期目標 中期計画 
平成 29年度 

年度計画 

公立大学法人広島市立大学による自己評価 評価委員会による評価 

評価理由等 記号 評価理由・コメント等 記号 

るよう引き続き検討することとした。 

○学生が世界又は地域で活躍する人材と交流する機会の充実を図

るため、様々な分野の講師を国内外から招へいし、内容の充実し

た講演会を多数開催した。 

○市大生チャレンジ事業を実施して、学生の地域での活動の支援を

行った。本事業の経費補助により、広島県の学生を対象としたビ

ジネスコンテストの開催、平和記念式典に参加する来訪者のため

のキャンプサイトの運営（ヒロシマピースキャンプ）、市大生に

よるパソコンなんでも相談室など、4件の事業を実施した。 

 各学部・研究科においては、テレビ局と共同でオバマ前米国大統

領広島訪問 1周年目に平和公園を訪問する外国人観光客約 700人

から聞き取り調査を実施したほか、社会連携プロジェクト、自主

プロジェクト演習、地域展開型の芸術プロジェクトなどを通じ、

学生の地域での活動を促進した。 

 以上のように、国際社会及び地域の第一線等で活躍する人材の育

成、平和関連教育など特色ある教育内容の充実に大きく貢献する優

れた取組を実施したことから、「a」と評価した。 

        

⑵ 教育方法等の改善 

各学部及び研究科

の教育目標を実現

し、学生にとって魅

力ある教育を提供す

るため，授業内容及

び授業方法の改善を

図るとともに、必要

な教育環境を整備す

る。 

また、学生が自主

的かつ主体的に学習

に取り組むことがで

きるよう、学習環境

を整備する。 

 

⑵ 教育方法等の改善（小項

目） 

ア 教育効果の向上及び短期

留学、インターンシップ、

ボランティア活動等学外で

の学びの活性化のため、ク

ォーター制の一部導入に取

り組む。 

イ 学生の学びを能動的かつ

自律的なものにするための

教育を推進する。 

ウ GPA（Grade Point Average 

：履修科目ごとの成績に評

点を付けて全科目の平均値

を算出する成績評価システ

ムをいう。）の分析・活用

等により、教育内容及び教

育方法の改善に取り組む。 

 

 

○クォーター制の一部導

入に向けた検討 

 

 

 

 

○アクティブ・ラーニン

グ推進に向けた調査・

検討 

○GPAの分析・活用等に

よる教育内容・教育方

法の改善に向けた検 

討、成績基準に係るガ

イドライン策定に向け

た調査 

 

 小項目評価 

○クォーター制の平成 30 年度の導入に向け、まずセメスター、タ

ーム両方の授業形態に対応した学年暦カレンダーを全学的に設

定した。 

 入学・卒業の時期、授業料の納入、休学の手続等は現行どおりと

し、クォーター制を導入する科目（ターム科目）の選定は、以下

の観点から、学部・研究科ごとに行うこととした。 

【取組内容】 

・8 週間で完結する短期間の集中的な授業により教育効果が期

待できるもの 

・学修の順序に細かく段階を付けること（多様なカリキュラム

編成）により教育効果が期待できるもの 

・短期留学、インターンシップ、ボランティア活動等の活性化

に寄与するもの 

・教員の研究活動の充実に寄与するもの 

 各学部・研究科での検討の結果、学部では 41科目（平成 31年度

開講の 2 科目を含む）、研究科では 2 科目をターム化することと

した。 

b 〔評価理由〕 

 教育方法等の改善のための取

組を計画どおり着実に実施した

と認められることから、「Ｂ」と

評価した。 

〔コメント〕 

○クォーター制の導入は国際化

の発展につながるので、注視

したい。 

○芸術学部では、学生の卒業制

作の中から「優秀賞」を授与

するとともに、資料的な価値

の高い作品については芸術資

料館が買い上げ、収蔵してい

る。学部のウェブサイトでも

解説付きで優秀作品を公開し

ており大変興味深い。 

 

 

Ｂ 



中期目標 中期計画 
平成 29年度 

年度計画 

公立大学法人広島市立大学による自己評価 評価委員会による評価 

評価理由等 記号 評価理由・コメント等 記号 

エ 生涯学習、リメディアル

教育等を効果的に実施する

ため、「総合教育センター」

（仮称）の設置に向けて取

り組む。 

オ 芸術資料館所蔵品のデー

タベース化を推進するとと

もに、所蔵品の多様な活用

を図る。 

 

 

 

○組織体制・所管業務等

の検討 

 

 

 

○高精細記録の実施、作

品集の作成及び所蔵品

の多様な活用に向けた

検討 

 

 

 

 

○高大接続改革全体会議において、アクティブ・ラーニング推進に

向けた議論を行ったほか、新任教員研修において、アクティブ・

ラーニングについて説明するなど、その推進に向けて議論し意識

の共有化を図った。 

【研修実績】 

・平成 29年 10 月：「高等学校における主体的な学びを促す授業

実践－ICEモデルを活用した授業デザインと評価－」 

 講師 柞磨 昭孝（広島県立祇園北高等学校長） 

○平成 30 年度の成績基準に係るガイドラインの策定に向け、他大

学の事例の調査を行うとともに、「大学改革支援・学位授与機構」

が行っている認証評価結果の分析を行った。 

 また、国際学部の領域認定の状況や受験生のセンター試験の利用

科目を整理・分析し、高大接続改革全体会議において課題解決の

検討を行った。 

○「総合教育センター」（仮称）の設置に向けて、より具体的に検

討を行うため、「総合教育センター（仮称）設置検討特別委員会」

を組織することとした。 

 なお、既存の組織の所管業務の再編等の課題があり、慎重に検討

を進める必要があることから、設置時期については、COC+事業補

助終了後の平成 32年度を目標とした。 

○所蔵品の多様な活用等に向けて、芸術資料館と連携し、収蔵する

学生の買上作品、退任教員寄贈作品、日本画研究室から移管され

た古典模写作品の簡易作品集を制作し、実験的に本部棟及び図書

館に展示可能な作品を選定し、それぞれ設置した。 

 古典模写作品については高精細写真画像を印刷した。印刷用紙

は、テストの結果から和紙を選択し、額装の上で本部棟廊下に設

置した。出力には色の調整において専門的な技術が必要である

が、非常に再現性の高い複製となった。複製は、1 点保存用に作

り、展示作品の劣化を比較検証する予定としている。 

 また、高精細記録の写真データを整備し、授業や企画展示におい

て有効に機能するデータベースの構築に向け、平成 29 年度の卒

業制作全てを撮影し、データとして保存した（修了制作 27 点、

卒業制作 77点）。 

 収蔵作品の内、72点を写真室にて 8,000万画素のデータ撮影を行

ったほか、今後、長期的にデータの蓄積を行い、本学の学生や教

職員はもとより外部の研究者、美術館学芸員などへの公開の方法

 

 

 

 



中期目標 中期計画 
平成 29年度 

年度計画 

公立大学法人広島市立大学による自己評価 評価委員会による評価 

評価理由等 記号 評価理由・コメント等 記号 

を検討することとした。 

 さらに、卒業修了制作買上げ及び優秀作品を高精細撮影し、大学

ホームページ上でコメントを付して公開したほか、学芸員資格取

得のための必修科目である博物館実習において、収蔵品及び展示

室を活用した。 

 加えて、所蔵品の学内展示を実験的に行った実績を基に、学外へ

の展示の可能性を探るため、地元企業への芸術資料館所蔵品活用

について打診し、今後も協議を重ねていくこととした。 

以上のように、教育方法等の改善について計画に掲げる取組を着

実に実施したことから、「b」と評価した。 

        

２ 学生の確保及び支援

に関する目標 

 

 

 

 

 

２ 学生の確保と支援（大項目）  大項目評価 

意欲ある優秀な学生を確保するため、平成 29年 3月に策定した「広

島市立大学広報戦略」に基づき、全学公式ウェブサイトと「大学案内

2018」を一体的にリニューアルするとともに、オープンキャンパス等

に合わせた都心部や市内電車へのポスター掲示、各学部等のオリジナ

ルサイトのリニューアル等を行った。また、高大接続システム改革の

一環として、各学部の三つのポリシーの見直しと併せ、入学者選抜方

法について、「総合型選抜」の導入など、学力の 3要素を多面的・総合

的に評価するものとなるよう、1年を通じて全学的に検討を行った。 

学習環境の整備については、学生アルバイトと協働した図書館の開

館時間延長を引き続き実施するとともに、電子書籍の利用環境の充実

を図った。また、ネットワークサービスの利用方法などに関する問合

せへのきめ細かなサポート、ピア・サポート制度の検討などに積極的

に取り組んだ。 

就職・キャリア形成支援については、「キャリアデザイン」科目の履

修年次の 1 年次への拡充、「インターンシップ事前事後点検評価シー

ト」の作成などインターンシップの充実、「学内合同企業説明会」及び

「OBOG交流会」の実施等のほか、新たに、キャリア形成や地元就職に

対する意識を高めることなどを目的に「地元企業経営者パネル討論会」

を開催した。また、キャリアセンター機能の充実を図るため、同セン

ターの移設準備を進めた。 

以上のように、計画どおり着実に実施したことから、「b」と評価し

た。 

 

b 〔評価理由〕 

 学生の確保と支援について優

れた取組を実施したと認められ

ることから、「Ａ」と評価した。 

 

 

Ａ 

       



中期目標 中期計画 
平成 29年度 

年度計画 

公立大学法人広島市立大学による自己評価 評価委員会による評価 

評価理由等 記号 評価理由・コメント等 記号 

⑴ 学生の確保 

受験生の動向を踏

まえた効果的な入試

広報を展開するとと

もに、国内外からの

意欲のある優秀な学

生の確保に向けた取

組を積極的に進め

る。 

 

 

 

 

 

 

⑴ 学生の確保（小項目） 

ア 教育内容の充実等により

受験生への魅力を高め、ア

ドミッション・ポリシー（入

学者受入方針）に応じた入

学者選抜を実施することに

より、意欲のある優秀な学

生を確保する。 

イ 長期履修制度、海外学術

交流協定大学推薦入試制度

等を活用し、国内外から意

欲のある優秀な大学院生の

受け入れを行う。 

ウ 学部の特色・魅力を受験

生及び保護者に分かりやす

く伝える広報、地域性を考

慮した戦略的広報に取り組

む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○高大接続改革を踏まえ

た入学者選抜方法等の

検討 

 

 

 

 

○意欲のある優秀な大学

院生の受け入れに向け

た検討 

 

 

○広報コンテンツの作成

及び発信、広報戦略に

基づいた広報の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 小項目評価 

○平成 32年度からの「大学入学共通テスト」（大学入試センター試

験に代わる新たな入学試験）の実施など、高大接続改革（高等学

校教育、大学教育、大学入学者選抜の一体的改革）に適切に対応

して教育の質を一層向上させるため、平成 28 年度に設置した全

学的な検討組織である「高大接続改革全体会議」及び「高大接続

改革ワーキンググループ」において、引き続き検討を実施した。 

 各学部においては、平成 28 年度に引き続き、三つのポリシーの

検証を行うとともに、「総合型選抜」の導入、センター試験利用

科目の目的整合性及び妥当性の確認、推薦入試の見直しなど、入

試改革について様々な角度から検討を行った。 

 その上で、各学部における課題等を全学で整理・共有し、課題解

決や整合性を図るための協議や、それらの公表に向けた会議を計

28回開催するなど、詳細な入試改革の方向性を決定した。 

○各研究科において、次のとおり取り組んだ。 

【取組実績】 

・国際学研究科では、「大学院進学ガイダンス」の案内を本学ウ

ェブサイトにも掲載し、学外からの参加も可能にし、平成 29

年 6 月に大学院志望者向け（一般・本学向け）のガイダンス

を実施した。また、外国人留学生に向けた英文でのシラバス

を作成した。さらに、近年の受験生のニーズや利便性に対応

した入試のあり方（特に社会人受入）について検討を行い、

平成 30年度に向けて入試制度の改革に着手した。 

・情報科学研究科では、4 専攻の大学院前期課程入試問題一本

化について検討し、平成 31年度入試から一本化を実施するこ

ととした。また、留学生確保を狙い、学術交流協定大学から

の推薦制度について検討を行い、日本語による授業の大きな

枠組を維持しつつ、情報科学研究科博士後期・前期課程海外

学術交流協定校推薦入試を創設する案をまとめ、その結果、

英語による授業を実施することとした。さらに、大学院への

進学を促進するため、「イノベーション人材育成プログラム」

を終了した学生に対する早期卒業制度について検討した。ま

た、enPit-Pro を受講した学生を大学院に入学させるための

検討に着手した。 

・芸術学研究科では、大学院博士前期課程の中間成果発表、最

終発表及び作品展示を実施し、学部生に進学の意識付けを行

a 〔評価理由〕 

 学生の確保について優れた取

組を実施したと認められること

から、「Ａ」と評価した。 

〔コメント〕 

○リニューアルされた大学ウェ

ブサイトは、潜在的な受験生

にとって親しみやすく作られ

ている。大学紹介ビデオなど

はその好例であろう。 

○高大接続改革に対応した具体

策の検討などの取組はあるも

のの、もう少し総合的に質の

高い学生の確保に向けての取

組が欲しい。 

○留学生の確保に向けて各学部

が前向きに取り組んでいる。

具体的な実現を今後期待した

い。 

Ａ 



中期目標 中期計画 
平成 29年度 

年度計画 

公立大学法人広島市立大学による自己評価 評価委員会による評価 

評価理由等 記号 評価理由・コメント等 記号 

ったほか、研究分野ごとに進学説明の機会を設け進路指導を

行った。また、外部に対してはホームページ上で優秀作品の

公開と併せて教員評価も公開し、本研究科の教育方針、研究

レベルを示し、外部からの志望者の獲得に努めた。 

○学部の特色・魅力を受験生及び保護者に分かりやすく伝える広報

等の推進を目的に、「広島市立大学広報戦略」に基づき、次のと

おり取り組んだ。 

【取組実績】 

・「大学案内 2018」を平成 29年 6月に作成し、全学公式ウェブ

サイトを同年 7 月末にリニューアル公開した。学部サイトを

効率的、かつ安全に管理・運営できるよう、その方法をマニ

ュアル化した。 

 「大学案内 2018」及びウェブサイトについて、教職員や高校

生等を対象に実施したアンケートの結果、特に高校生につい

ては全て肯定的な回答であった。 

 平成 29年 7 月には、大学の最新情報・魅力的な大学紹介の視

点で大学紹介ビデオの全面リニューアルを行い、ウェブサイ

トや広島駅南口地下広場、オープンキャンパス等各種イベン

トで公開した。 

 オープンキャンパス等各種イベントに合わせて紙屋町シャレ

オ及び路面電車窓上額面へのポスター掲示を行うとともに、

国内外からの観光客も対象にした JR 宮島口駅デジタルサイ

ネージでの PR 動画放映を行うなど広報戦略に基づいた広報

を行った。 

・国際学部では、大学案内をオープンキャンパス、保護者説明

会などで積極的に活用しているほか、学部オリジナルサイト

を学内外に公開し、学部からの情報提供や入試広報等に活用

できるよう全面リニューアルした。 

・情報科学部では、情報科学部関連コンテンツの総合的チェッ

クを行うととともに、情報科学部・研究科オリジナルサイト

のリニューアルについて検討した。その結果、平成 30 年 1

月より学部オリジナルサイトの更新を実施した。 

・芸術学部では、COC+アートプロジェクトをはじめ、地域にお

ける学生の活動や成果が多くのメディアで取り上げられ、知

名度の向上につながった。また、第 21回芸術学部卒業・修了

制作展が RCC の「野々村真の広島!魅力発見」で紹介された。 



中期目標 中期計画 
平成 29年度 

年度計画 

公立大学法人広島市立大学による自己評価 評価委員会による評価 

評価理由等 記号 評価理由・コメント等 記号 

 以上のように、意欲ある優秀な学生の確保について優れた取組を

実施したことから、「a」と評価した。 

        

⑵ 学生への支援 

全ての学生が心身

ともに健康で充実し

た大学生活を送るこ

とができるよう、学

習環境、生活環境、

健康管理、課外活動

等様々な面で支援の

充実を図る。 

また、学生自らが、

社会の中で自分の役

割を果たしながら自

分らしい生き方を実

現するための力を身

に付けるよう、また、

やりがいを持って働

く生き方について考

え、行動できるよう、

入学時からキャリア

形成に関する支援の

充実を図るととも

に、地元企業との連

携強化等により、就

職支援の充実を図

る。 

⑵ 学生への支援（小項目） 

ア 新入生の大学への適応が

円滑に進むよう、オリエン

テーション等の充実を図

る。 

イ 教職員によるきめ細かい

支援・相談等の実施、学生

同士の助言等が行える環境

づくりに取り組む。 

 

ウ 各附属施設等の設備、サ

ービス内容の充実、各施設

間の連携等により、学習環

境及び学習支援体制の整備

に取り組む。 

エ 学生の心身の健康の保持

増進を図るため、「保健管

理センター」（仮称）の設

置に向けて取り組む。 

オ 卒業生及び地元企業との

連携によるセミナーの実

施、インターンシップの活

用等により、入学時から就

職・キャリア形成に向けた

支援を充実する。平成 33

年度までに、インターンシ

ップ参加学生数を年間 63

人（平成 27 年度 42 人）に

する。 

 

 

カ 学生のクラブ、サークル

活動、ボランティア活動等

 

○新入生オリエンテーシ

ョンの在り方等の検討 

 

 

○ピア・サポートの範 

囲・内容の検討及び運

営方針の構築、学生へ

の支援・相談等の充実

に向けた検討 

○学生との協働事業の実

施や外国語学習機会の

充実をはじめとした各

附属施設等における学

習環境及び学習支援体

制の整備 

 

 

 

○キャリア教育関連科目

の充実に向けた調査・

検討、キャリア形成に

係る情報管理・発信の

充実に向けた検討、キ

ャリアセンターの機能

の充実 

○インターンシップの推

進及びキャリア形成の

視点に立ったインター

ンシップ等の支援の充

実に向けた検討 

○後援会との連携・調整、

クラブ及びサークル活

 小項目評価 

○平成 29年度の新入生オリエンテーションのプログラムである「市

大キャンパスウォーキング」については、平成 28 年度の実施結

果を踏まえ、先輩学生が引率教員の補助と新入生のサポートを行

うように改善して実施した。 

 新入生に対する実施後アンケートの結果では、「本学についての

理解が深まったか」の設問に対する肯定的な回答は 89％で、「満

足度」を問う設問に対する肯定的な回答は 78％だった。 

 また、オリエンテーション合宿については、3 学部合同合宿の可

能性について、実施時期や利用施設、内容等を整理した素案を複

数作成し、各学部の学生委員会・教授会に意見を求めつつ検討を

進めた。 

 実施効果や実現性等を吟味した上で、学生委員会として平成 31

年度実施に向けて平成 30 年度中に具体的な検討を進めることと

した。 

○ピア・サポートについて、学生委員会で意見交換の上、各学部学

生委員会や教授会への意見照会を行い、事業実施案を取りまとめ

た。 

 語学センターでは、学生同士のピア・サポートの一環として、日

本人学生が留学生に日本語を、留学生が日本人学生にその母国語

を互いに教え合う学生ランゲージチューター制度を試行した。平

成 29 年度は、留学生が執筆した日本語レポートや論文に対し、

日本人学生ランゲージチューターが表現や助詞の使い方等につ

いて助言する形での利用があるなど、制度の全利用時間 69.5 時

間のうち、64時間が日本人学生による留学生への日本語学習支援

であった。このように、外国語学習においても、学生同士が互い

に教え合い、助け合う体制が整いつつある。 

○各附属施設等において、次のとおり取り組んだ。 

【取組実績】 

・附属図書館では、平成 28 年 10 月から試行している図書館の

開館時間の延長を引き続き実施した。また、学生アルバイト

実施者数を増員するとともに、平成 28年度に作成した学生ア

ルバイトマニュアルを充実するなど、学生アルバイトとの協

b 〔評価理由〕 

 学生への支援のための取組を

計画どおり着実に実施したと認

められることから、「Ｂ」と評価

した。 

〔コメント〕 

○キャリアセンターの機能充実

への取組を評価した。 

○キャリアセンターの独自のウ

ェブサイトも情報量に富む。

保護者対象の進路説明会など

も開催されている。インター

ンシップに参加した学生のア

ンケートをキャリアセンター

内で公開するなど、様々な工

夫がなされている。 

 

 

 

 

Ｂ 



中期目標 中期計画 
平成 29年度 

年度計画 

公立大学法人広島市立大学による自己評価 評価委員会による評価 

評価理由等 記号 評価理由・コメント等 記号 

を奨励するとともに、それ

らを支援するための設備及

び制度の充実等を図る。 

キ RA(Research Assistant 

：大学院生が研究の補助を

行う制度をいう。）の導入

等により、大学院生の経済

的支援の充実を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

動の支援策の検討、ボ

ランティア活動等への

参加促進 

○RAの実施案の作成及び

試行実施 

 

 

 

 

 

働を進めた。開館時間を延長した 19 時から 20 時までの在室

者が、1日平均で平成 28年度の 24人から、平成 29年度は前

期 30人、後期 34人に増加した。さらに、平成 28年度末に導

入した海外新聞データベースについて館報等を利用し広報を

行い普及に努めるとともに、同年度末に導入した電子書籍 

「Net Library」（授業参考書及び英語多読図書）について、

スマートフォンやタブレットから簡単にアクセスできるよう

に QRコードを作成するなど、電子環境の整備を進めた。 

・情報処理センターでは、情報処理センター関係の提供ソフト

ウェア、ネットワークサービスの利用方法及び実習室内の 

PCやプリンタに関する問合せへのサポートを行った。また、

大学ウェブサイトのリニューアルについて、仕様策定や新シ

ステム移行に関する技術的なサポートを行った。さらに、権

利侵害の危険性がある、P2P ファイル共有ソフトの利用を制

限することにより、学習環境及び学習支援体制の整備に努め

た。 

○キャリアセンターの機能の充実などに向けて、次のとおり取り組

んだ。 

【取組実績】 

・キャリアセンターの移設検討 

 移設先を物理実験室及び物理実験準備室に決定し、平成 30

年度夏季休業中に移設することとし、その準備として、諸室

（化学実験室、物理実験室等）の改修・整備を行った。 

・キャリア教育関連科目の充実に向けた調査・検討 

 キャリア教育関連科目について、近隣の大学の状況をホーム

ページ等から情報収集して、広島経済大学と安田女子大学を

訪問し、説明を受けた。これらを参考に、今後本学の教育プ

ログラムについて検討を行うこととした。また、現在は 2 年

次対象科目である「キャリアデザイン」について、平成 30

年度からは、履修機会を拡大するため 1・2年次対象科目に変

更することとした。さらに、学生の職業観や勤労観を涵
かん

養し、

個性や適性に応じた職業を学生自らが選択できる能力を伸ば

すとともに、学生が地元企業をより深く知る機会を確保し、

地元就職に対する意識の高揚を図るため、地元企業の経営者

4名を本学に招き、「地元企業経営者パネル討論会」を開催し

た。 



中期目標 中期計画 
平成 29年度 

年度計画 

公立大学法人広島市立大学による自己評価 評価委員会による評価 

評価理由等 記号 評価理由・コメント等 記号 

・キャリア形成に係る情報管理・発信の充実に向けた検討 

 月 2 回実施している大学執行部及び就職・キャリア形成支援

委員への学生の進路決定状況の報告に当たっては、統計資料

だけでなく状況分析（コメント）を加えるようにした。また、

キャリアセンターオリジナルサイトを活用して情報発信の充

実を図った。さらに、同サイトの「学内合同企業説明会」、「OBOG

交流会」等の参加受付フォームを改善し、参加希望企業等の

情報管理を適切に行うことができるようにした。 

〈参加者〉 

（学内合同企業説明会） 

企業 195社、学生延べ 704名 

（OBOG交流会） 

OBOG78社 102名、学生延べ 145名 

○インターンシップの充実と実効性の向上に資するために、インタ

ーンシップ参加に係る各様式を整備し学生に活用させた。その結

果、自由応募のインターンシップの参加状況の把握が可能とな

り、インターンシップの参加学生は 77名（平成 30年 3月末現在）

であった（平成 28年度 63名）。 

（広島市有給長期インターンシップ：3 名、広島東洋カープアカ

デミー：2名、米国総領事館：2名を加えると 84名） 

【取組実績】 

・学生のインターンシップへの参加目的とマッチングを図り、

より実効性のあるものにするため、インターンシップ募集要

項の中に、企業として「学生に身につけさせたいこと」を記

入してもらう等改善を行った。 

・既に実施している事前のインターンシップ説明会やマナー講

座に加えて、自己分析及び目標設定を行い事前準備の充実を

図るとともに、参加後の自己評価をするため「インターンシ

ップ事前事後自己点検評価シート」を作成し、効果的な振り

返りができるようにした。 

・自由応募のインターンシップへの学生の参加状況を把握する

とともに、平成 30年度参加学生の参加企業の選択材料や参加

意欲の向上に役立てるため、事前に提出する「自由応募イン

ターンシップ参加状況調査書」と事後に提出する「インター

ンシップ参加後アンケート」の様式を作成した。「インターン

シップ参加後アンケート」は、キャリアセンター内で学生の



中期目標 中期計画 
平成 29年度 

年度計画 

公立大学法人広島市立大学による自己評価 評価委員会による評価 

評価理由等 記号 評価理由・コメント等 記号 

閲覧に供することとした。 

・大学推薦のインターンシップ終了後の教員による企業訪問報

告書について、参加学生の詳細な状況把握と、今後の就職指

導に役立てるため「インターンシップ参加後の企業訪問報告

書」のフォーマット化を行った。またこれに併せ、企業訪問

できない広島市外等の企業に送付し依頼する「インターンシ

ップアンケート」も企業訪問報告書の設問事項に合わせる等

の改善を行った。 

・COC+事業の協働機関のうち、これまでインターンシップの受

入依頼実績のない 38 企業・団体に対して受入依頼を行い、2

企業から受入可の回答があった。 

・下半期には、就職・キャリア形成支援委員会において「イン

ターンシップ参加後アンケート」や「インターンシップ参加

後の企業訪問報告書」等の記入事例を参考にその効果を検証

した。 

○学生からの申請に基づき、55団体を課外活動団体として認定し、

後援会との連携により助成金の交付等を実施した。 

 大学対抗スポーツ大会については、平成 29 年 7 月にクラブ・サ

ークルを対象としてアンケート調査を実施した。このアンケート

結果を基に、具体的な実施方法について案を作成し、学生委員会

で意見交換を行った。 

ボランティア活動等への参加促進については、ボランティア掲示

板の表示を分かりやすくするとともに分野別に掲示した。 

さらに、ボランティア活動に興味がある学生がこれから新たにボ

ランティア活動をするきっかけをつくることを目的とする行事

「ランチタイム・ボランティアの扉」を実施した（参加者 9名）。 

なお、参加者に対して、メーリングリストを作成し、ボランティ

ア活動について情報提供している。 

○RA制度の実施については、法人の財政状況や国における高等教育

の無償化等の検討が行われていることを踏まえ、試行実施時期を

次年度以降とすることとした。 

 以上のように、学習環境等の整備、キャリア形成に関する支援等

による学生への支援について計画に掲げる取組を着実に実施した

ことから、「b」と評価した。 

 

        



中期目標 中期計画 
平成 29年度 

年度計画 

公立大学法人広島市立大学による自己評価 評価委員会による評価 

評価理由等 記号 評価理由・コメント等 記号 

３ 研究に関する目標 

教員それぞれの独創

性ある研究を推進する

とともに、国際学、情

報科学、芸術学及び平

和学の特色ある学部、

研究科及び研究所の構

成を生かした横断的な

研究、広島平和研究所

を軸とした世界的な視

点に立った平和研究、

地域課題の解決に向け

た研究をはじめ、個性

的な研究活動及び学内

外との研究交流を積極

的に展開する。その研

究成果を教育に反映さ

せるとともに、社会に

還元する。 

また、外部資金の積

極的な獲得と活用に

より、研究の活性化を

図る。 

３ 研究（大項目）  大項目評価 

研究活動については、総務省戦略的情報通信研究開発推進事業

（SCOPE）による災害情報伝搬システムの研究開発、アートプロジェク

トの実施、平和に関するプロジェクト研究の実施など、各学部・研究

科・研究所の特色を生かした研究活動や社会との関わりを意識した研

究活動に取り組んだ。 

外部資金の獲得について、科学研究費については過去最高であった

平成 28年度の獲得額を下回ったものの、受託研究等を含む外部資金の

合計額は平成 28 年度を上回った（外部資金合計 288,375 千円（平成

28年度 282,925千円））。また、学内の競争的研究資金制度について、

科学研究費の申請率・採択率の向上に向けてインセンティブが働くも

のへと改善を検討し、平成 30年度から実施することとした。 

研究成果の公開や社会への還元については、紀要等の発行、講演会、

展覧会及びシンポジウムの開催、論文発表、学会発表などに引き続き

積極的に取り組んだほか、本学の知財 1 件について実施許諾契約を締

結し、大学発ベンチャー企業として認定した。 

以上のように、計画どおり着実に実施したことから、「b」と評価し

た。 

 

b 〔評価理由〕 

 研究全般についての取組を計

画どおり着実に実施したと認め

られることから、「Ｂ」と評価し

た。 

 

Ｂ 

       

  ⑴ 研究活動の活性化（小項

目） 

ア 国際学、情報科学、芸術

学及び平和学の特色ある学

部、研究科及び研究所の構

成を生かした本学特有の新

しい分野の研究活動並びに

国際貢献及び地域貢献の視

点で社会との関わりを意識

した研究活動のより一層の

活性化を図る。 

 

 

 

○本学の特色を生かした

新しい分野の研究活動

や社会との関わりを意

識した研究活動の活性

化 

 

 

 

 

 

 小項目評価 

○本学の特色を生かした分野の研究活動及び社会との関わりを意

識した研究活動の活性化のため、次のとおり取り組んだ。 

【取組実績】 

・特定研究費（学内競争的研究資金）の「COC+研究費」では、

「COC+事業における先導的アートプロジェクトの実施と人材

育成のための基盤研究」など 2 件の研究課題を採択し、地域

貢献の取組を支援した。 

・国際学研究科では、平和構築・紛争解決に関するブラッドフ

ォード大学（イギリス）との研究交流（平成 29 年 12 月、大

和日英基金「重点助成」採択）の具体的内容などについて協

議を行った。 

b 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔評価理由〕 

 研究活動の活性化のための取

組を計画どおり着実に実施した

と認められることから、「Ｂ」と

評価した。 

〔コメント〕 

○情報科学研究科で災害情報を

取得するための固定型モニタ

リングシステム等を開発した

ということだが、普遍的技術

ならば素晴らしい。 

○科学研究費の申請率、採択率

Ｂ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



中期目標 中期計画 
平成 29年度 

年度計画 

公立大学法人広島市立大学による自己評価 評価委員会による評価 

評価理由等 記号 評価理由・コメント等 記号 

イ 研究活動を活性化するた

め 、 URA （ University 

Research Administrator：

研究者とともに研究活動の

企画・マネジメント等を行

うことにより、研究活動の

活性化、研究開発マネジメ

ントの強化等を支える人材

をいう。）を導入するとと

もに、科学研究費をはじめ

とする外部資金の積極的な

獲得に取り組む。平成 33

年度までに、外部資金を獲

得している教員の割合を年

間 63.8％（平成 27 年度

53.8％）にする。 

ウ 芸術研究の発表活動を促

進するため、学内外の作品

展示スペースの充実・活用

に取り組む。 

エ 広島平和研究所における

研究活動を活性化するた

め、学外研究者の積極的な

参画等を促進する。また、

広島に立地する研究所とし

て、核・軍縮等特定のテー

マを定めたプロジェクト研

究を実施する。 

 

○URAの導入に向けた検

討、外部資金の積極的

な獲得 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○既存の作品展示スペー

スの活用促進、作品展

示スペースの新たな確

保・充実に向けた検討 

○学外研究者の参画促進

及びプロジェクト研究

の実施 

 

 

 

 

 

 

・情報科学研究科では、総務省戦略的情報通信研究開発推進事

業(SCOPE)により「アシュアランスネットワーク設計原理に基

づいた草の根災害情報伝搬システムの研究開発」を実施した。

これまでに本学で蓄積してきたモバイルアドホックネットワ

ーク(MANET)やセンシングの技術を活用し、土砂災害の危険地

域に設置して災害情報を「取得」するための固定型モニタリ

ングシステムを開発した。また、固定型カメラシステムや携

帯端末で取得した災害情報を効率的に「伝搬」するための

MANET 技術を検討し、その技術に基づいたアプリケーション

及び情報端末を開発した。さらに、当該システムを用いたフ

ィールドワークを COC+の学部専門科目である「地域実践演

習」で実施する計画を策定した。 

・芸術学研究科では COC+アートプロジェクトを実施し、地域か

ら学ぶ、考える、表現するといったプロセスを通して、地域

への関与や貢献する意識を育てる教育研究を行った（10件の

プロジェクトを行い、学部生 93名、大学院生 37名が参加）。 

 そのほか、ヒューマンマシンインタフェースなどの新分野を

専門とする教員の採用や、地元企業と連携し地域における新

たなものづくりと若手創作者育成の教育研究などを実施し、

各学部・研究科等において研究活動の活性化に取り組んだ。 

○URA の導入については、研究担当副理事を URA として位置付ける

とともに、外部資金の積極的な獲得に取り組み、獲得した外部資

金を活用して活発な研究活動を実施した。 

【科学研究費等外部資金獲得実績：（ ）は平成 28年度実績】 

・科学研究費 

 申請率 72.9%(68.2％)、採択率 53.2%、(48.1%)、獲得金額[間

接経費を含む。]121,992千円（145,938千円） 

・受託研究、共同研究、補助金、奨学寄附金 

 75件、166,383 千円（62件、136,987千円） 

・外部資金合計 288,375千円（282,925千円） 

・外部資金獲得教員率 49.5％（48.9％） 

 また、一層の科研費の申請率・採択率の向上を目指すため、

インセンティブ制度の導入を含め学内制度の検討を進めた。 

○芸術学部及び芸術学研究科では、研究活動の活性化のため、芸術

資料館を始めとする既存の作品展示スペースの活用促進及び作

品展示スペースの新たな確保・充実に取り組んだ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

が上昇している一方で、獲得

金額が減少したことは残念で

ある。しかし、教員の意識が

高まったことは評価できる。 

○科学研究費獲得のための方法

がレクチャーされていないた

め、科学研究費の申請が採択

されなかった場合に、なぜ自

分の研究が評価されなかった

のかという疑問を解明できな

いままである。今後外部資金

獲得は、大学存続の大命題と

なるので、この分野へ優れた

人材を登用することは必須で

ある。 

○社会が直面する様々な問題の

解決に、大学における研究活

動は十分に貢献し得る。この

点について社会の理解を深め

ることが、社会による大学へ

の期待、財政支援につながる

と思われる。 

○情報科学研究科の「草の根災

害情報伝搬システムの研究開

発」などは興味深い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



中期目標 中期計画 
平成 29年度 

年度計画 

公立大学法人広島市立大学による自己評価 評価委員会による評価 

評価理由等 記号 評価理由・コメント等 記号 

【取組実績】 

・芸術学部を有する大学であることが感じられるキャンパスに

することを検討し、学内の展示可能な各部局長室や、会議室

などへの長期展示を試みたほか、本学卒業生の作品を、平成

30 年 1 月に竣工した国際学生寮「さくら」1 階エントランス

ホールに常設展示している。こうした取組により、質の高い

卒業生の優秀作品等に日常的に触れることで、学生の創造的

能力の涵
かん

養を図っている。 

・作品展示スペースの新たな確保・充実に向けては、平成 28

年度に引き続き、3 大学を訪問し、資料館や学生向け展示室

についての調査を行ったほか、防犯対策の強化、利便性、信

頼性を高めるため展示室に監視カメラを 1台設置した。 

・また、公益財団法人広島市文化財団からの要請により、広島

市が管理している史跡・広島城跡二の丸の施設を活用するた

め、本学収蔵作品（陶器、刀装具）の貸出しを決定したほか、

他大学の美術館等に作品を貸し出すなど、積極的な活用を進

めた。 

○広島平和研究所では、三つの研究会・研究フォーラムの開催を通

じ、国内外から多数の学外研究者等を招へいして研究活動の活性

化を図った。 

【取組実績】 

・核・軍縮研究会（4回） 

新井 京（同志社大学法学部教授） 

「核兵器、ふたつの法的アプローチ～国際人道法と軍縮～」

ほか 

・人間の安全保障研究会（4回） 

 長谷川 雄之（独立行政法人日本学術振興会特別研究員 PD

（広島平和研究所協力研究員）） 

「プーチン政権下の現代ロシアにおける政治改革と執政制度の

変容」ほか 

・信頼安全保障醸成措置研究会（4回） 

 岩谷 滋雄（合同会社リンガハウス教育研究所理事長（元・

駐オーストリア大使、日中韓協力事務局長）） 

「日中韓三国協力の行方」ほか 

・研究フォーラム（5回） 

 ロバート・H・テイラー（京都大学東南アジア研究所招へい研

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



中期目標 中期計画 
平成 29年度 

年度計画 

公立大学法人広島市立大学による自己評価 評価委員会による評価 

評価理由等 記号 評価理由・コメント等 記号 

究員/シンガポール東南アジア研究所(ISEAS)上席客員研究

員） 

「東南アジア政治における軍の役割の比較」ほか 

 なお、プロジェクト研究については、以下のとおりである。 

【プロジェクト研究】 

・ユーラシアにおける地域主義とガバナンス ※継続 2年目 

・国際人道法・国際人権法等による核・軍縮措置の強化可能性 

※継続 2年目 

・「戦後」の史的再考――戦争から平和への移行期研究 

・The Role of Reconciliation and Justice in the Peace Process

（平和構築プロセスにおける和解と正義の役割） 

 また、中国の大学・研究者とのネットワークを拡大するために広

州市の中山大学国際問題研究院及びマカオ特別行政区の澳門理

工学院大学中西文化研究所を訪問（平成 29年 12月）したほか、

長春市の吉林大学東北アジア研究院及び瀋陽市の遼寧大学日本

研究所を訪問（平成 30 年 3 月）した。特に吉林大学と遼寧大学

は、広島平和研究所及び新設の平和学研究科へ強い関心を示して

おり、両大学大学院との学術交流協定の実現に向けて協議を行っ

た。 

 以上のように、特色ある学部等の構成を生かした研究活動、外部

資金の積極的な獲得等による研究活動の活性化について、計画に掲

げる取組を着実に実施したことから、「b」 と評価した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

  ⑵ 研究成果の積極的な公開

及び還元（小項目） 

  論文発表及び出版による

研究業績の向上に努める。加

えて、叢書の出版、シンポジ

ウム、研究公開イベント、展

覧会の開催等により、研究成

果を積極的に社会に公開及

び還元する。 

 

 

 

 

 

 

○叢書の出版、シンポジ

ウムや展覧会の開催等

による研究成果の積極

的な社会への公開及び

還元 

 

 

 

 

 

 

 小項目評価 

○各学部等において、次のとおり研究成果の積極的な公開及び還元

に取り組んだ。 

【取組実績】 

・国際学部及び国際学研究科では、平成 29 年 11 月に紀要「広

島国際研究」第 23 巻を、平成 30 年 3 月に国際学部叢書第 8

巻「<際（さい）>からの探究」をそれぞれ刊行し、研究成果

の普及を図った。また、広島市の「国際交流・協力の日」に

国際学部公開講座を実施し、本学教授が「アメリカ大統領と

広島・核兵器-トルーマン、オバマ、トランプ-」をテーマに

講演を行った。 

・情報科学部及び情報科学研究科では、積極的な論文発表、学

会発表に取り組むとともに、本学が有する知財「VR用搖動装

ｂ 

 

 

 

〔評価理由〕 

 研究成果の積極的な公開及び

還元のための取組を計画どおり

着実に実施したと認められるこ

とから、「Ｂ」と評価した。 

〔コメント〕 

○シンポジウムでの積極的な研

究成果発表は評価できる。 

○平和研究所は、研究成果を発

信する各種イベントを精力的

に開催するとともに、刊行物

を通じて研究成果情報の発信

に注力している。 

Ｂ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



中期目標 中期計画 
平成 29年度 

年度計画 

公立大学法人広島市立大学による自己評価 評価委員会による評価 

評価理由等 記号 評価理由・コメント等 記号 

 

 

置（モーションベース）」について、株式会社 Lumbus と実施

許諾契約を締結した上で同社を大学発ベンチャー企業として

認定し、研究成果の普及を推進した。 

・芸術学部及び芸術学研究科では、展覧会の開催などにより、

研究成果の発表を積極的に行った。教員による研究発表活動

は、個展 19 件、企画展 6件、公募、団体展等への出展 36件、

グループ展への出展 111 件、アートフェアへの参加 3 件とな

った。また、学生による研究発表活動は、個展 10件、公募、

団体展等への出展 23 件、グループ展への出展 61 件（学部生

434名、大学院生 116名）となっており、平成 28年度を上回

る学生が出展した。 

・広島平和研究所では、講演会、公開講座、シンポジウム等の

企画及び実施、出版活動などに取り組んだ。連続市民講座（前

期：戦後処理を巡る諸問題、後期：核兵器禁止条約の展望と

課題）、国際シンポジウム（平成 30 年 3 月、テーマ：アジア

の核・ガヴァナンス・平和）、研究フォーラム（平成 29 年 4

月、5 月、11 月（3 回）の計 5 回）を開催するとともに、大

学院生、公務員及びメディア関係者を対象とした「ヒロシマ

平和セミナー2017」を実施した。また、出版活動としては、

紀要第 5 号、ニューズレター第 20 巻第 1 号及び第 2 号、HPI

ブックレット第 5号を刊行した。また、「アジアの核と平和―

国際関係の中の核開発とガヴァナンス 2019」については、平

成 30年度末に刊行予定である。 

 以上のように、研究成果の積極的な公開及び還元について計画に

掲げる取組を着実に実施したことから、「b」と評価した。 

 

 

 

 

        

４ 社会貢献に関する目

標 

教育研究成果を社

会に還元するため、社

会連携センターを中

心的な窓口として、学

外研究機関、企業、

NPO、地域コミュニテ

ィ等との交流及び連

携を積極的に推進す

４ 社会貢献（大項目）  大項目評価 

市民の生涯学習ニーズ等に対応するため、市大英語 e ラーニング講

座や県立広島大学との連携公開講座、芸術学部公開講座、講演会など

を実施し、多数の参加を得た。また、山口県柳井市において「COC+高

校生のための広島市立大学サテライト講座」を開催したほか、ひろし

まコンピュータサイエンス塾等の情報分野の講座や芸術学部サマース

クールなど、児童・生徒を対象とした学習支援・教育活動を展開した。 

「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（COC+）」においては、

「基町プロジェクト」で空き店舗を活用した作品展示スペース

M98<join>を開設したほか、各地でアートプロジェクトを展開するな

a 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔評価理由〕 

 社会貢献全般について優れた

取組を実施したと認められるこ

とから、「Ａ」と評価した。 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



中期目標 中期計画 
平成 29年度 

年度計画 

公立大学法人広島市立大学による自己評価 評価委員会による評価 

評価理由等 記号 評価理由・コメント等 記号 

る。 

また、広島都市圏の

「知」の拠点として、

提言、施策立案、技術

供与等を通じて、地域

行政課題の解決及び

都市機能の強化に貢

献する。 

さらに、広く市民に

生涯学習の場を提供

するため、公開講座の

充実等を図る。 

ど、引き続き、積極的に事業を推進した。文部科学省による COC+の中

間評価においては、「A：計画通りの取組であり、現行の努力を継続す

ることによって本事業の目的を達成することが期待できる」との評価

を得た。 

また、受託研究・共同研究のほか、支援制度である「社会連携プロ

ジェクト」や「市大生チャレンジ事業」を通じて、教員及び学生が、

行政機関、企業等との連携による研究活動や社会貢献活動等に積極的

に取り組んだ。そのほか、新たに、広島市消防局との連携の下、地域

において若い世代の構成員不足が課題となっている消防団への積極的

な加入を学生に促した結果、中には消防団活動を継続した者もおり、

地域と学生の関わりが深まった。 

以上のように、優れた取組を実施したことから、「a」と評価した。 

 

       

  ⑴ 生涯学習ニーズ等への対

応（小項目） 

  幼児から社会人まで幅広

く市民の生涯学習ニーズ等

に対応した公開講座等を開

催する。 

 

 

 

 

 

 

○高校生、市民、企業の

技術者・研究者等を対

象にした公開講座等の

実施 

 

 小項目評価 

○次のとおり公開講座等を実施した。 

【開催実績】 

①県立広島大学との連携公開講座 

・ひろしま学を考える(7月開催：延べ受講者数 263名) 

・言語を通じて世界を知る(10月開催延べ受講者数 130名) 

②国際学部公開講座 

・アメリカ大統領と広島・核兵器-トルーマン・オバマ・トラ

ンプ-(11 月開催：受講者数 80名) 

③情報科学部公開講座 

・高校生による情報科学自由研究(7・8 月開催：受講者数 36

名) 

・講演会(12 月開催：受講者数 26名) 

④芸術学部公開講座 

・一般向け(日本画、油絵、版画、彫刻、視覚造形、染織造形：

7～9月開催：受講者数 90名) 

・サマースクール(日本画、油絵、彫刻、デザイン工芸：7・8

月開催：受講者数 106名) 

・社会人向け工芸・版画技能講座(金工、染織、版画：4～1

月開催：受講者数 9名) 

・社会人向け工芸・版画技能講座夏季特別講座(金工、染織、

版画：8・9月：受講者数 5名) 

⑤市大英語 e ラーニング講座 

a 〔評価理由〕 

 生涯学習ニーズ等への対応に

ついて優れた取組を実施したと

認められることから、「Ａ」と評

価した。 

〔コメント〕 

○公開講座を積極的に実施し、

小中高の児童・生徒に向けて

実践指導したことを高く評価

した。 

○芸術、科学（情報科学を含む。）

分野の公開講座は充実してい

る。 

○多くの公開講座、中高生向け

の科学研究実践活動推進プロ

グラムなどを開催したことは

評価できる。これらは継続的

な取組が重要である。しかし

内容的に際立って特色がある

わけではない。 

 

 

 

Ａ 



中期目標 中期計画 
平成 29年度 

年度計画 

公立大学法人広島市立大学による自己評価 評価委員会による評価 

評価理由等 記号 評価理由・コメント等 記号 

・第 1期：受講者数 28名、第 2期：受講者数 29 名、第 3 期：

受講者数 45名 

⑥COC+高校生のための広島市立大学サテライト講座（柳井市） 

・情報科学とサウンドデザイン(10月開催：受講者数 9名) 

・なぜ万人が統計学を知るべきなのか？(10 月開催：受講者

数 17名) 

・芸術に何ができるの？そこから芸術による新しい街づくり

を考えよう！(10月開催：受講者数 6名) 

また、情報科学部では、児童及び生徒を対象とした教育活動とし

て、次の事業に取り組んだ。 

【取組実績】 

①ひろしまコンピュータサイエンス塾 

申込みがあった小学生 92 名から 18 名を塾生 1 年生として選

抜し、塾生 2 年生 7 名とともに、計 6 回の講座の実施や、青

少年のための科学の祭典へ出展した。また、中学生対象の短

期集中プログラミング講座を実施し、中学生 43 名が参加し

た。 

②中高生の科学研究実践活動推進プログラム（広島県教育委員

会との連携事業） 

・第 1期指導力向上研修（6月）参加高校教員約 35名 

・大学派遣等研修（共通研修）（6 月、12 月）参加高校教員

10名 

・第 2 期指導力向上研修（10 月）参加高校教員 25 名、参加

高校生 26 名 

・広島県理科研究発表会（12月）参加高校生約 60名 

・広島県科学セミナー（1 月）参加高校生約 270 名、本学か

らの参加教員 5 名(運営、審査・講評）。このほか、4 名の

高校教員を研修生として受け入れ、本学教員が個別指導を

行った。 

③グローバルサイエンスキャンパス（広島大学との連携事業） 

情報分野の研究課題に取り組むジャンプステージの高校生を

平成 28 年度に引き続き 2 名受け入れているほか、平成 29 年

度より第 3 期ステップステージの高校生を 4 名受け入れ、情

報分野のセミナーを 3回実施した。 

また、その 4 名の高校生のうち 2 名を選抜し、新たなジャン

プステージの受講生として受け入れた。 

 

 

 



中期目標 中期計画 
平成 29年度 

年度計画 

公立大学法人広島市立大学による自己評価 評価委員会による評価 

評価理由等 記号 評価理由・コメント等 記号 

④情報オリンピックセミナー「レギオ」講習会 

（情報オリンピック日本委員会との共催事業） 

高校生を対象として「情報オリンピックセミナー『レギオ』」

を 8月に 2 日間実施した。 

 以上のように、公開講座の充実等による市民の生涯学習ニーズ等

への対応について優れた取組を実施したことから、「a」と評価した。 

        

 ⑵ 社会との連携の推進（小項

目） 

ア 「地（知）の拠点大学に

よる地方創生推進事業

（COC+）」を推進し、広島

都市圏の活性化につながる

教育研究活動を実施するこ

とにより、地方創生に貢献

する。 

イ 社会連携センターを窓口

として、広島市をはじめと

した行政機関、企業等から

の受託研究、共同研究等に

積極的に取り組む。 

ウ 地域社会との連携を通じ

た地域展開型の芸術プロジ

ェクトを推進し、芸術の社

会的有効性を発信する。 

 

エ 学生及び教職員の社会貢

献活動及び地域との連携事

業を支援する。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

○事業協働機関による協

議会等の開催、観光関

連データベースの運用 

 

 

 

 

○受託研究・共同研究等

の実施、展示会開催・

出展による研究成果の

PR 

 

○COC+アートプロジェク

トをはじめとした地域

展開型の芸術プロジェ

クトの実施 

 

○学生及び教員の実施す

る広島市や地域等との

協働事業の支援 

 

 

 

 

 

 小項目評価 

○次のとおり COC+事業の実施に取り組んだ。 

【取組実績】 

・事業の積極的な推進に努め、文部科学省による COC+の中間評

価において「A：計画通りの取組であり、現行の努力を継続す

ることによって本事業の目的を達成することが期待できる」

とされた。 

・事業協働機関に新たに一般社団法人しまなみジャパンが加わ

り、「しまなみ観光サイクリストの行動情報収集」を行った。

このことにより、協働機関の総数は 67機関となった。また、

事業の一部を協力する大学として、比治山大学が参加し、「大

学連携による学生の観光研究・活動発表会」において同大学

の現代文化学部の学生及び教員と協働することができた。 

・平成 30年 1 月に、「しなやかな地域づくり」をテーマに COC+

フォーラムを開催した（参加者 90 名）。開催内容は、田中輝

美氏（ローカルジャーナリスト）による講演（テーマ：「関係

人口をつくる」）及び本学社会連携センター教員による COC+

の事業報告（「COC+アートプロジェクト 2016‐2017」、「観光

関連データベースの構築と活用について」）を行った。 

・COC+アートプロジェクトを「広島ニュートラベル」のテーマ

の下に、広島市及び廿日市市に、北広島町、安芸太田町及び

尾道市を加えた 5 地域で、アート活動により人をいざない交

流を進めることをコンセプトに、芸術学部が参加大学や地域

と協働しながら、作品制作・展示・ワークショップ、地域活

動等を実施した（10件のプロジェクトを行い、学部生 93名、

大学院生 37 名が参加）。 

 プロジェクト全体を通して、作品の制作展示、交流等に参加

した住民の数は約 3,300人となった。 

・平成 29 年 12 月に、宮島で学生の観光に関する学習・研究意

a 〔評価理由〕 

 社会との連携の推進について

優れた取組を実施したと認めら

れることから、「Ａ」と評価した。 

〔コメント〕 

○観光関連データの収集・追加

登録や、観光をテーマとした

大学合同の研究・活動発表会

など新しい取組も取り入れ、

地域の発展に寄与している。

広島は世界的にも知名度の高

い観光地点も多くあり、「平

和」「核」など独自のキーワー

ドを揃えているので、企業と

連携して地域力を一層アピー

ルして欲しい。 

○地方創生推進事業（COC＋）は、

①地域志向型の教育プログラ

ムの充実、②観光関連データ

ベースの構築・活用、③アー

トプロジェクト等のフィール

ドワーク型の教育研究事業の

実施、④地元企業によるイン

ターンシップの推進など、意

欲的かつ多方面に活動を展開

している。 

○COC+に採択されたこと自体が

大学の大きな評価につなが

る。社会連携のアートプロジ

Ａ 



中期目標 中期計画 
平成 29年度 

年度計画 

公立大学法人広島市立大学による自己評価 評価委員会による評価 

評価理由等 記号 評価理由・コメント等 記号 

 

 

欲を高め、地域を志向するマインドの醸成やネットワークの

構築を図るため、観光をテーマとした大学合同の研究・活動

発表会を実施した（参加大学 7、参加学生 65名、参加教員 23

名、発表テーマ数 14）。観光に関連する広島地域での初めて

の大学間交流事業となり、大学ごとのテーマ設定により、地

域への関わり方や分析・考察の方法に特徴があり、多彩なプ

レゼンテーションが行われた。 

・観光関連データの収集・追加登録に努め、SNS 情報を中心に

平成 30 年 3 月末現在で総数約 55 万件の観光関連データの登

録が完了した。登録済みの観光関連データの利活用に関して、

平成 29 年度前期科目の地域課題演習や観光情報学での演習

素材として試用を行い、運用上の課題の洗い出しを実施し、

平成 30 年度以降の利用改善や素材収集に生かすための準備

を行った。 

 また、平成 30年度の公開に向けて、利用規定を含めたマニュ

アルについても試作し、準備を行った。 

○受託研究・共同研究等の実施、展示会開催・出展による研究成果

の PRに向けて次のとおり取り組んだ。 

【取組実績：（ ）は平成 28年度実績】 

・受託研究、受託事業：60件（45件） 

研究費計：91,982千円（77,567千円） 

・補助金：4件（2件） 

研究費計：64,707千円（51,238千円） 

・奨学寄附金：11件（15件） 

 研究費計：9,694千円（8,182千円） 

また、受託研究・共同研究等を推進するため、研究成果の PR、社

会連携コーディネーターによる技術相談などを実施した。 

・9月：産学連携研究発表会の実施〔来場者数：約 150名〕 

・11月：地域貢献事業発表会の実施〔来場者数：約 150名〕 

 さらに、「MICE」ロゴマークアートディレクションの制作や、

安佐動物公園の玄関入口に設置する「サイ」のモニュメント

制作について同園と広島ニューライオンズクラブとの間で協

議を進めた。平成 31年 2月にモニュメントを完成させ設置す

る予定である。 

○芸術学部及び芸術学研究科では、COC+アートプロジェクトをはじ

め地域展開型の芸術プロジェクトを積極的に推進した。 

ェクトは今後ますます期待で

き、併せて平和学研究科の設

置にも追い風となる。芸術学

部のある大学の強みを発揮で

き、特徴のある大学を形成す

る絶好のチャンスでもあるた

め、期待を込めて高い評価に

した。 

 

 

 



中期目標 中期計画 
平成 29年度 

年度計画 

公立大学法人広島市立大学による自己評価 評価委員会による評価 

評価理由等 記号 評価理由・コメント等 記号 

【主なプロジェクト】 

・「基町プロジェクト」では、空き店舗を利用した展示スペース

M98<join>を開設した。また、「基町のキャッチコピーを考え

よう」、「フィールドワークでもっと基町を知ろう」等を企画・

実施したほか「グローカルキッチンプロジェクト」を定期的

に開催するなど住民や他大学の学生（広島国際大学）、留学生

との交流の場を創出した。「基町、昔写真展Ⅲ」も平成 29 年

度で 3回目の開催となり、引き続き好評を得ている。その他、

基町小学校とのワークショップ、広島修道大学と連携した基

町カフェ、地域行事にも参加している。 

・COC+アートプロジェクトでは、「サテライトハウス宮島」のオ

ープンに合わせて宮島双六作成のための木版画展や宮島轆轤

（ろくろ）の後継者育成・伝統技術の継承を目指すプロジェ

クトでの研修作品を展示公開するなど、アートプロジェクト

を展開した。 

また、社会医療法人清風会と連携した「清風会芸術奨励作品展」

の開催や、香川県小豆島町と連携した展覧会、長崎県対馬市と連

携した展覧会など県外での活動も活発に実施した。 

○教員及び学生の実施する事業を支援するため、次のとおり社会連

携プロジェクト及び市大生チャレンジ事業を実施した。 

【取組実績】 

社会連携プロジェクト（教員の社会貢献活動に対して 1 件当た

り 100万円を限度に事業費を支援する制度） 

件数：8件（平成 28年度：8件） 

・旅行者対象の観光情報ツールを活用した地域観光振興プロジ

ェクト 

・「光の肖像」展 2017（平和式典関連協働事業） 

・尾道市立大学と連携したアーティストによる空き家再生事業

を軸に、観光振興による地域創生に向けた人材育成事業（COC+

関連事業） 

・横川商店街ワークショップ「日本画を描く」 

・厳島八景に関する教育事業 

・しまなみ観光サイクリストの行動情報収集プロジェクト 

・基町プロジェクトと連動する「地域課題演習」及び「地域実

践演習」メニューの開発と、その教育環境のための包括的整

備 



中期目標 中期計画 
平成 29年度 

年度計画 

公立大学法人広島市立大学による自己評価 評価委員会による評価 

評価理由等 記号 評価理由・コメント等 記号 

・職場復帰を目指す失語症患者のリハビリテーションプラン作

成支援アプリの開発 

市大生チャレンジ事業（学生の社会貢献活動に対して 1 件当た

り 15万円を限度に事業費を支援する制度） 

 件数：4件（平成 28年度実績：6件） 

・市大生によるパソコンなんでも相談室 2017 

・広島の中学・高校生を対象としたプログラミング教室 

・ヒロシマピースキャンプ 2017 

・広島県の学生を対象としたビジネスコンテストの開催 

また、広島市消防局との連携の下、本学学生に、地域において若

い世代の構成員の不足が特に課題となっている消防団への積極

的な加入を促した結果、5名が平成 30年度も消防団員の活動を継

続するなど、学生と地域の関わりが深まった。 

以上のように、地域、行政機関、企業など社会との連携の推進に

ついて優れた取組を実施したことから、「a」と評価した。 

        

５ 国際交流に関する目

標 

グローバルな知見を

得るとともに、大学の

国際化を推進するた

め、学生及び教員の国

際交流を積極的に推進

するとともに、留学生

への支援の充実を図

る。 

５ 国際交流（大項目）  大項目評価 

学術交流協定大学の開拓に積極的に取り組み、新たに 5 大学と協定

を締結し、学術交流・学生交流による国際交流の範囲が著しく拡がっ

た。また、学術交流協定大学との交換留学や短期留学プログラム（短

期語学研修、海外交流プログラム）を着実に推進し、多くの学生が参

加したほか、新たに、協定大学から教育実習生（語学教育）を受け入

れ、本学教員が指導した。これらの取組により、派遣・受入留学生の

数は中期計画に掲げた数値目標（192名）を上回る 196名となった。 

国際学生寮については、平成 30年 4月の開寮に向け、ハード面の整

備を着実に進めるとともに、ソフト面として、寮運営の中心となる学

生役職者の募集・選考及び研修プログラムの実施、学生役職者と協働

した寮生活のルールづくり、寮生活を通じた教育プログラム及び寮生

同士又は寮外学生・地域との交流プログラムの検討などに取り組んだ。

国際学生寮の整備により、日本人学生・留学生への教育機能及び留学

生の受入体制が格段に向上した。 

日本人学生の留学支援として、短期留学プログラム参加者に対する

助成制度について利用者が平成 28年度を上回ったほか、海外でテロに

遭遇したとの想定で教職員を対象に危機管理シミュレーション訓練を

実施した。また、留学生支援として、特別聴講学生を対象にホームス

テイプログラムや小学生との交流事業を行ったほか、e ラーニングに

s 〔評価理由〕 

 国際交流全般について特に優

れた取組を実施したと認められ

ることから、「Ｓ」と評価した。 

 

Ｓ 



中期目標 中期計画 
平成 29年度 

年度計画 

公立大学法人広島市立大学による自己評価 評価委員会による評価 

評価理由等 記号 評価理由・コメント等 記号 

よる日本語学習を実施した。 

以上のように、特に優れた取組を実施したことから、「s」と評価し

た。 

       

 ⑴ 国際交流の推進（小項目） 

  言語、地域、学術分野等を

踏まえた海外学術交流協定

大学の戦略的な開拓、短期留

学プログラムの新規実施等

により、学術交流及び学生交

流を推進する。平成 33 年度

までに、派遣・受入留学プロ

グラム参加学生数を年間 192

人（平成 26年度 96人）にす

る。 

 

○海外学術交流協定大学

等の戦略的な開拓、短

期留学プログラム等の

実施 

 

 小項目評価 

○学術交流協定大学等の開拓について、慶北国立大学校人文大学

（韓国）、ヴァインガルテン教育大学（ドイツ）、マレーシア科学

大学、エミリー・カー美術デザイン大学（カナダ）及びブラッド

フォード大学（イギリス）の 5大学と新たに協定を締結した。ま

た、学術交流協定等の期間が満了するレンヌ第 2大学（フランス）、

上海大学（中国）及び国際関係学院（中国）について、交流実績

等の成果を検証した結果、いずれの大学も協定を更新することと

した。 

 留学プログラム等の実施について、学術交流協定大学との交換留

学や、短期留学プログラム（短期語学研修、海外交流プログラム）

を着実に推進した。交換留学生の受入れについては、協定大学の

教育プログラムである教育実習について、新たに本学の教員が留

学生の教育実習生を指導することとした。 

上記の計画的なプログラム以外にも、教員の学術交流活動等に伴

う外国人学生の短期受入れを実施した結果、派遣・受入れを合わ

せたプログラム参加学生数は、中期計画の数値目標 192名を上回

る 196名になった。 

【取組実績】 

・派遣学生数：82名 

長期派遣：西京大学校（韓国）、ハノーバー専科大学（ドイツ）

など 8校へ 15名 

短期派遣（短期語学研修プログラム及び海外交流プログラ

ム）：マレーシア科学大学、オルレアン大学（フランス）など

6校へ 67名 

・受入学生数：114名 

長期受入：西南大学（中国）、ハノーバー専科大学など 7校か

ら 16名 

短期受入：慶北国立大学校（韓国）、マレーシア科学大学など

5校及び「HIROSHIMA and PEACE」参加者 98名 

 さらに、ハノーバー専科大学との協定締結 20 周年の節目に当た

り、同大学の学長以下 9名の教職員による訪問を受け入れたこと

s 〔評価理由〕 

 国際交流の推進について特に

優れた取組を実施したと認めら

れることから、「Ｓ」と評価した。 

〔コメント〕 

○学術交流協定の締結並びに学

生の派遣及び受入れは順調に

行われている。 

○多くの海外の大学との学術交

流協定は大変労力を要するた

め、実現したことは大変意義

がある。派遣学生数も多く、

大学のグローバル化に貢献し

ている。 

 

 

 

 

 

 

Ｓ 



中期目標 中期計画 
平成 29年度 

年度計画 

公立大学法人広島市立大学による自己評価 評価委員会による評価 

評価理由等 記号 評価理由・コメント等 記号 

を始めとして、オルレアン大学、ヴァインガルテン教育大学、レ

ンヌ第 2大学から副学長等の訪問を受け入れ、学術交流・学生交

流の成果や改善に向けた協議を行うなどした。 

 以上のように、学術交流及び学生交流による国際交流の推進につ

いて特に優れた取組を実施したことから、「s」と評価した。 

        

 ⑵ 日本人学生及び留学生へ

の支援の充実（小項目） 

ア 国際学生寮の整備を推進

し、施設を活用した多様な

交流を促進する。 

 

 

 

イ 日本人学生の派遣及び留

学生の受け入れに係る支援

の充実を図る。 

 

 

 

 

○国際学生寮の整備及び

入寮生・学生役職者の

選考、国際学生寮を活

用した多様な交流促進

に向けたプログラムの

開発 

○日本人学生の派遣及び

留学生の受け入れに係

る支援策の実施 

 小項目評価 

○国際学生寮の整備については全学体制で推進した。 

 平成 29年 3月に建設工事に着手し、毎週の定例会議の中で進捗・

課題等の確認を行い、計画どおり平成 30年 1月に竣工した。 

 入寮生・学生役職者の選考、国際学生寮を活用した多様な交流促

進に向けたプログラムの開発については、寮教育ワーキンググル

ープの中で検討を進め、国際学生寮に関する規程等を策定し、平

成 29 年 9 月に学生役職者を募集・選考し、同年 11 月に 16 名の

学生役職者を決定した（うち 1名は留学のため辞退）。 

 平成 30 年 1 月からは学生役職者研修プログラムを開始し、学生

役職者として必要な資質を養うとともに学生役職者として活動

する際の取組の参考とするため、寮教育について先進的な取組を

行っている関西大学及び立命館アジア太平洋大学の国際学生寮

学生役職者と交流・意見交換を行い、学生役職者としての自覚を

持たせた。 

  また、人材育成コンセプトに示す人材を育成するため、日常生

活の中で自主的に身につける教育プログラム及び寮生・寮外学

生・地域との交流を図る交流プログラムの検討を行った。 

 地域住民や小･中学生等との異文化体験・交流への活用、講演会

や研修会などのほか、多目的室及び共用キッチン、日本文化（茶

道・華道など）の体験･交流などに活用可能な和室を整備した。

また、1階エントランスロビーには、「人と人のつながりが大きな

流れを生む」ことを表現した平成 29 年度芸術学部卒業制作優秀

賞・買上作品「独歩の衆」を展示した。 

○次のとおり、日本人学生の派遣及び留学生の受入れに係る支援を

行った。 

【取組実績】 

・短期留学プログラム（短期語学研修プログラム及び海外交流

プログラム）参加者に対する助成制度により、以下のとおり

助成金を支給した。 

s 〔評価理由〕 

 日本人学生及び留学生への支

援の充実について特に優れた取

組を実施したと認められること

から、「Ｓ」と評価した。 

〔コメント〕 

○国際学生寮の運営が軌道に乗

りつつあることは高い評価に

値する。留学生の受入れが多

くなれば日本人学生にも大き

な刺激となるので、今後に期

待したい。 

○国際学生寮の整備が、単に留

学生の受入れの促進だけでは

なく、市立大学における研

究・教育のグローバル化につ

ながることを期待する。 

 

 

 

 

 

 

Ｓ 



中期目標 中期計画 
平成 29年度 

年度計画 

公立大学法人広島市立大学による自己評価 評価委員会による評価 

評価理由等 記号 評価理由・コメント等 記号 

[支給内訳：短期語学研修プログラム 27 名 1,775,000 円、

海外交流プログラム 40名 327,500円（計 67名 2,102,500

円）] 

・特別聴講学生を対象に、日本の生活・文化の体験支援策とし

て、ホームステイプログラムを実施し、4 月に 2 名、10 月に

2 名の特別聴講学生が地域住民の家で 1 泊 2 日のホームステ

イを行ったほか、11月から 2月にかけて石内北小学校訪問を

4回実施し、9名の留学生が小学生との交流を行った。 

・教職員を対象とした危機管理意識の向上策として、民間企業

との協力の下、海外において学生に起こり得る事件・事故等

の危機対応を学ぶための危機管理シミュレーション訓練を実

施した。 

・留学生を対象に、e ラーニングを利用した課外での日本語学

習機会（日本語能力試験 N1 対策）を 2 回実施し、計 12 名の

留学生が受講した。受講者 12名の内、3名が日本語能力試験

（JLPT）の N1に合格した。 

 以上のように、日本人学生及び留学生への支援の充実について特

に優れた取組を実施したことから、「s」と評価した。 

        

第３ 業務運営の改善

及び効率化等に関す

る目標 

第３ 業務運営の改善及び効率

化等に関する目標を達成する

ためとるべき措置 

      

１ 業務運営の改善及び

効率化に関する目標 

１ 業務運営の改善及び効率化

（大項目） 

 大項目評価 

事務職員の採用について、広島市と協議した結果、平成 30年 4月 1

日付けで 3 名採用することとなった。また、本学の人事委員会を中心

として、教員の戦略的かつ機動的な任用に努め、平成 31年度の平和学

研究科の設置に向けては優れた実績のある教員 2 名の採用を決定し

た。 

社会に開かれた大学づくりを推進するため、教員の研究等をウェブ

サイトで紹介する「教員総覧」を確実に更新するよう教員システムへ

の入力を徹底するとともに、ファカルティ・レポート（教員業績集）

の発行について検討し、新たに平成 30年度から隔年で発行することと

した。 

内部質保証の取組を強化するため、新たに内部質保証委員会を設置

し、全学における質保証の取組として、PDCAサイクルの実効的な展開

等やファカルティ・レポート（教員業績集）発行の検討、教職員が課

b 〔評価理由〕 

 業務運営の改善及び効率化の

ための取組を計画どおり着実に

実施したと認められることか

ら、「Ｂ」と評価した。 

 

Ｂ 



中期目標 中期計画 
平成 29年度 

年度計画 

公立大学法人広島市立大学による自己評価 評価委員会による評価 

評価理由等 記号 評価理由・コメント等 記号 

題等を共有し意見交換を行う「学内意見交換会」を開催することとし、

平成 30年 3月に第１回を開催した。 

教職員の健康の保持増進及び安全衛生管理の向上を図るため、スト

レスチェックの実施、特任職員の増員、時間外勤務の削減などに取り

組んだ。また、服務規律の確保を図るため、倫理研修並びにハラスメ

ント防止及び飲酒運転防止の講習会を開催するとともに、研究倫理を

確保するため、啓発パンフレット及びポスターを作成し周知した。 

以上のように、計画どおり着実に実施したことから、「b」と評価し

た。 

        

⑴ 機動的かつ効率的

な運営体制の構築 

質の高い教育研究

が継続的に推進され

るよう、中長期的か

つ経営的視点から、

幅広い人事体制の確

保並びにコスト意識

を持った業務改善及

び効率化により、機

動的かつ効率的な大

学運営を行う。 

また、社会経済環

境の変化に即応する

経営を担保する観点

から、学外専門家の

一層の活用を図る。 

 

 

 

 

 

⑴ 機動的かつ効率的な運営

体制の構築（小項目） 

ア 本学の特色を生かした教

育研究を推進するため、全

学的かつ中長期的視点から

教員を戦略的かつ機動的に

任用・配置する。 

イ 事務の継続性及び職員の

事務処理能力の専門性を高

め、効率的かつ安定的な運

営体制を構築するため、中

長期的視点から職員を任

用・配置する。 

ウ 研修の充実等により、職

員の能力向上を図る。 

 

 

エ 教育、学生支援、大学運

営等の質の向上を図るた

め 、 IR （ Institutional 

Research：学内の様々な情

報を収集・分析し、大学業

務の質の向上に活用するこ

とをいう。）を導入する。 

オ 大学運営の効率化及び質

の向上を図るため、学内外

 

 

 

○全学人事委員会におけ

る教員の戦略的かつ機

動的な任用・配置 

 

 

○職員の任用に関する広

島市との協議 

 

 

 

 

○公立大学職員セミナー

への参加、新規配属職

員研修・各室等が主催

する業務研修等の実施 

○IRの実施計画の策定 

 

 

 

 

 

 

○学外専門家を招いた研

修会等の開催、運営組

 

 

小項目評価 

○本学の人事委員会での審議の結果、採用方針が決定している常勤

教員 11 ポスト中 8 名の任用を決定し、そのうち 1 名については

平成 29 年 10 月から任用を開始した。加えて、平成 31 年度の平

和学研究科の設置に向けて、優れた実績のある教員を確保するた

めに、積極的に求人活動を行い、採用方針が決定している 4ポス

ト中 2名の任用を決定した。 

 また、平成 29 年度の農林水産省「革新的技術開発・緊急展開事

業のうち人工知能未来農業創造プロジェクト推進事業」に本学教

員の研究が採択されたことを受け、同省の補助金を原資として、

平成 29年 10月から新たに特任助教を 1名採用した。また、文部

科学省「成長分野を支える情報技術人材の育成拠点の形成

(enPiT) 」（enPiT-Pro）の補助金を原資として、平成 30年 4月 1

日付けで 1名の特任助教を採用することとした。 

○事務局等の職員の事務処理能力の専門性を高め、効率的かつ安定

的な法人の運営体制を構築するため、事務職員の任用について検

討を進め、職員採用試験の実施等について、広島市と協議を行い、

法人化後初めてとなる職員採用試験を実施し、平成 30 年 4 月 1

日付けで 3名を採用することとなった。 

○各所属における OJTと FD・SD研修会等の Off-JTの効果的な実施

により、職員の能力向上に取り組んだ。 

 一般社団法人公立大学協会が主催する公立大学職員セミナーに 3

名の事務局職員を派遣した。 

【FD・SD研修会開催実績】 

・4月：新任教職員研修 

・7月：IR研修会（参加者 48名） 

b 

 

 

〔評価理由〕 

 機動的かつ効率的な運営体制

の構築のための取組を計画どお

り着実に実施したと認められる

ことから、「Ｂ」と評価した。 

〔コメント〕 

○近年、大学の研究・教育活動

等が従前と比べて格段に多様

化する中で、職員についても

特定分野における高度な事務

処理能力（例えば国際交流の

支援）が求められる。職員の

任用や研修にも様々な工夫が

求められるだろう。 

 

 

 

 

Ｂ 



中期目標 中期計画 
平成 29年度 

年度計画 

公立大学法人広島市立大学による自己評価 評価委員会による評価 

評価理由等 記号 評価理由・コメント等 記号 

の多様な意見を活用しつ

つ、運営組織の在り方及び

事務処理の内容・方法につ

いて定期的に点検し、必要

に応じて改善を行う。 

 

 

 

織の在り方や事務処理

の内容・方法の点検、

改善の実施 

 

・8月：競争的資金獲得研修会（参加者 54名） 

・9月：公立大学協会職員セミナー報告会（参加者 33名） 

・10月：高大接続システム改革研修会（参加者 50名） 

○平成 31 年度実施予定の各種システムリプレースに合わせ、IR を

本格的に導入することとし、システムリプレースにおいて IR に

対応可能な機能を検討した。また、IRの本格導入に向け、事務局

各部署の各種データ収集状況やデータ統合上の課題等を把握す

るとともに、運営調整会議委員や事務局各部署から IR 機能への

要望について意見収集を実施した。 

 平成 29年 7月には FD・SD研修に位置付けて、IRの運用等につい

ての理解を深めるため、先進的な取組をしている佐賀大学 IR 室

長の西郡大教授を招いて、IRについての研修及び担当教員等との

意見交換会を実施した。 

 本学での IR の本格導入のため、どのような能力等を持ち、また

どのような体制とするかについて検討を行い、平成 30 年度に職

員採用を行うこととした。 

○広島市健康福祉局障害福祉部の職員を講師に招き、障害者差別解

消法に関する研修会を実施し、58名が参加した。 

 また、運営組織の在り方について点検し、事務マニュアルについ

て、平成 28年度に引き続き点検・更新を行った。 

 さらに、内部質保証強化の取組の一環として、教職員が課題や意

見等を共有し、自律的に課題の解決を図るため、「学内意見交換

会」を開催することとし、平成 30 年 3 月に第１回の会議を開催

した。 

以上のように、機動的かつ効率的な運営体制の構築について計画

に掲げる取組を着実に実施したことから、「b」と評価した。  

 

 

 

 
  

 
 

 
 

⑵ 社会に開かれた大

学づくりの推進 

教育研究成果の積

極的な広報及び大学

ブランドの向上に向

けた戦略的な情報発

信の強化により、社

会に開かれた大学づ

くりを推進するとと

⑵ 社会に開かれた大学づく

りの推進（小項目） 

ア 地域の企業・自治体等と

の積極的な連携・交流を通

じて地域のニーズを的確に

把握し、教育研究活動への

反映等に取り組み、社会に

開かれた大学づくりを推進

する。 

 

 

○各種連携・交流事業等

を通じた地域のニーズ

の把握と教育研究等へ

の反映 

 

 

 

 小項目評価 

○芸術学部では、世界に誇れるモノづくり、広島発の新たな価値を

提供する人材育成を目指してマツダ株式会社と「マツダ・広島市

立大学芸術学部共創ゼミ」を開設した。同社の精神や技術と本学

芸術学部デザイン工芸分野の知見とを融合させた教育プログラ

ムを実施し、成果を挙げた。ゼミでの成果作品は、同本社内にお

いて展示公開され、成績優秀者への授賞式も行われた。 

 また、社会医療法人清風会との共同事業「清風会芸術奨励賞作品

展」を開催した。これは、医療環境の改善と療養に資すること、

a 〔評価理由〕 

 社会に開かれた大学づくりの

推進について優れた取組を実施

したと認められることから、

「Ａ」と評価した。 

〔コメント〕 

○「マツダ・広島市立大学芸術

学部共創ゼミ」の開設はユニ

ークで興味深い。単発ではな

Ａ 

 

 

 

 

 

 



中期目標 中期計画 
平成 29年度 

年度計画 

公立大学法人広島市立大学による自己評価 評価委員会による評価 

評価理由等 記号 評価理由・コメント等 記号 

もに、地域のニーズ

等を的確に把握し、

教育研究等への反映

を図る。 

 

 

 

 

イ 教育研究等の実績の積極

的な公開等により、教員活

動の活性化と社会への説明

責任を果たす取組を推進す

る。 

ウ 魅力的で利用しやすいも

のとするため、ウェブサイ

トのリニューアルを行うと

ともに、英語版ウェブサイ

トをはじめとするコンテン

ツの充実に取り組む。また、

多様なメディアの相互活用

により、効果的かつ魅力的

な広報を展開する。 

エ 本学のブランドイメージ

の一層の浸透を図るため、

コミュニケーションマーク

等を用いた大学オリジナル

グッズを開発し、活用する。 

 

 

 

 

○教員の教育研究等の実

績の公開状況の点検・

修正、教員業績年鑑（仮

称）の発行に向けた検

討 

○ウェブサイト及び大学

案内の相互連携を考慮

したリニューアルの実

施、映像コンテンツ等

の活用 

 

 

 

 

○記念品の試作品制作、

ノベルティー制作 

 

 

若手作家の育成と芸術奨励の目的で学生を中心とした作家の作

品を病院内で展示するものである。平成 29年度は 15点の作品を

展示し、学生が表彰された。 

 さらに、平成 29 年 6 月にオープンした、サテライトハウス宮島

は、開設記念展に始まり、基礎演習、書道部の活動、染織分野の

COC+宮島プロジェクト展示、宮島ものづくり産業復興プロジェク

ト展示、宮島観光関連発表会、宮島双六展示、ゼミの取材スケッ

チなど、合計 18 回の活用があり、地域にも徐々にサテライトハ

ウス宮島の存在と学生の活動が知られるようになってきている

など、成果を挙げている。 

○教育研究等の実績の積極的な公開等に資するためのツールの一

つとして、引き続き教員システムを着実に運用していくととも

に、個々の教員の「質保証」を図るため、全教員が年度計画の作

成及び自己点検を実施することとした。 

 また、業績の可視化については、教員システムへの研究業績等の

入力を徹底させることとし、全教員に周知した。 

  さらに、「内部質保証委員会専門委員会」で年度計画・自己点検

結果シートの内容や様式の検討を進め、隔年でファカルティ・レ

ポート（教員業績集）を作成することとした。 

 平成 31 年度からの各種システムリプレースに合わせて、内部質

保証の仕組みを反映するため、各システムワーキンググループに

おいて検討を行った。 

○「大学案内 2018」を平成 29 年 6 月に作成、全学公式ウェブサイ

トを同年 7月末にリニューアル公開し、教職員や高校生等を対象

にアンケートを実施したところ、おおむね良好の評価であった。 

 また、平成 29年 7月末に大学紹介ビデオのリニューアルを行い、

ウェブサイトや広島駅南口地下広場、オープンキャンパス等各種

イベントで公開した。 

 「大学案内 2019」の作成に向けては、学内で表紙デザインを作成

する等芸術学部を有する大学としてのオリジナリティを持たせ

るとともに、QR コード等の活用により今まで以上にウェブサイト

との連携を図ることとした。 

○本学の特色を生かした記念品として、平成 29 年 6 月に芸術学部

デザイン工芸学科（漆造形）の学生が漆ペンを制作した。 

 また、平成 28 年度画像投稿サイトの最優秀作品をデザインした

大学オリジナル図書カードを作成し、各種表彰や大学業務・行事

く、複数の企業との取組があ

るとより良い。 

○芸術学部デザイン工芸学科の

学生による漆ペンの制作、大

学オリジナルグッズ販売に向

けた検討など興味深い取組も

多い。 

 

 

 



中期目標 中期計画 
平成 29年度 

年度計画 

公立大学法人広島市立大学による自己評価 評価委員会による評価 

評価理由等 記号 評価理由・コメント等 記号 

等において活用した。さらに、コミュニケーションマークをデザ

インしたオリジナル包装紙を作成し、記念品等の包装に活用して

いる。 

 また、売店での大学オリジナルグッズ販売に向けた検討を行い、

平成 29 年 7 月にクリアファイル及びレポート用紙の販売を開始

したほか、オリジナルグッズ払出要領及び払出基準を定め、オリ

ジナルグッズの活用を教職員に周知した。 

 加えて、平成 30 年度に向けて、オリジナルネックストラップ及

び USBの制作を進めることとした。 

 以上のように、社会に開かれた大学づくりの推進について優れた

取組を実施したことから、「a」と評価した。 

        

２ 財務内容の改善に関

する目標 

２ 財務内容の改善（大項目、小

項目） 

 大項目評価 

自己収入の増加及び運営経費の効率的な執行のための取組を創意工

夫して実施した。 

平成 29年 3月に教育研究等の充実を目的に創設した「広島市立大学

基金」について、ウェブサイトやパンフレットでの広報等を実施し、

基金残高は平成 30年 3月末時点で 700万円超となった。また、自己収

入の増加に向け、古紙の売払収入や自動販売機の売上げによる収入な

ど多様な収入の確保に努めた。 

運営経費の効率的な執行については、教育水準の維持向上に配慮し

つつ、限られた財源の有効活用を図る観点から、予算編成の段階で経

常経費の削減や研究用機器等リース料の削減などにより、中期計画の

実現に向けた新規事業の実施などに必要な財源を確保するとともに、

予算執行において、研究費の計画的・効率的な執行に努め、契約方法

等の見直しや工事の施工方法の工夫などにより経費節減に取り組ん

だ。 

以上のように、優れた取組を実施したことから、「a」と評価した。 

 

a 〔評価理由〕 

 財務内容の改善について優れ

た取組を実施したと認められる

ことから、「Ａ」と評価した。 

 

 

 

 

 

Ａ 

⑴ 自己収入の増加 

教育研究環境を

向上させるため，外

部資金の積極的な

獲得に取り組むな

ど、自己収入の増加

を図る。 

⑴ 外部資金の獲得、大学が保

有する施設・設備の利活用の

促進等により、多様な収入の

確保に努める。また、同窓会

等との連携の下、教育研究活

動の充実等を目的とした「広

島市立大学基金」（仮称）を

○多様な収入の確保、「広

島市立大学基金」への

寄附金受入れに向けた

検討 

 

 

 

 小項目評価 

○学内施設の貸付けの際には、貸付料、光熱水費及び駐車場利用料

の負担を求め、古紙の売払いを行うなど収入確保を図るととも

に、自動販売機の売上による収入増を図るため入札仕様書の見直

しを行ったほか、売店のコンビニ化を行ったことにより売上収入

の増を図った。 

 また、平成 29年 3月に、「広島市立大学基金」を創設し、ウェブ

a 〔評価理由〕 

 財務内容の改善について優れ

た取組を実施したと認められる

ことから、「Ａ」と評価した。 

〔コメント〕 

○経費削減のためにいろいろな

取組をしている。 

Ａ 



中期目標 中期計画 
平成 29年度 

年度計画 

公立大学法人広島市立大学による自己評価 評価委員会による評価 

評価理由等 記号 評価理由・コメント等 記号 

 

⑵ 運営経費の見直

し 

質の高い教育研

究が継続的に推進

されるよう、経営的

視点から、人員配置

を含め、大学運営に

関するあらゆる経

費の見直し及び効

率的な執行を図る。 

 

 

 

創設する。 

⑵ 大学の持続的な発展のた

め、大学運営の恒常的な見直

し・改善を通じ、教職員一人

一人のコスト意識を高め、経

費の適正かつ効率的な執行

に努める。 

 

 

 

○各部局、委員会、事務

局における経費の適正

かつ効率的な執行の検

証、事務事業の見直し 

 

 

 

 

 

 

サイトやパンフレットにより関係機関や企業等へ広報を行うと

ともに、同年 11 月から寄附金の受入れを開始した。 

【広報活動】 

・広島市（広報課、各区等） 

・大学説明会 

・名誉教授等 

【寄附の状況（H30年 3月末現在）】 

・基金残高          7,195,604円 

（内訳） 

  原資            2,000,000円 

  寄附金           1,635,000円 

  一般寄附金からの繰入   3,560,576円 

  利息               28円 

・件数 27件（個人） 

 このほか、余裕金の運用について、銀行及び証券会社から、本学

が運用可能である「定期預金、国債、地方債、政府保証債、金融

債、社債」の利率・利回り・リスク等について情報収集を行った。

今後も引き続き運用についての情報収集を継続する予定である。 

 また、受託研究・共同研究等に積極的に取り組み、外部資金によ

る研究活動の活性化を図るとともに、産学連携研究発表会を実施

し、研究成果の PRを行った。 

・受託研究、共同研究、補助金及び奨学寄附金 

 75件、166,383 千円（平成 28年度：62件、136,987千円） 

○平成 29 年度予算については、事務事業を効率的に執行し、経費

節減を図ることにより予算内で事業を実施するよう学内に通知

し、各部局において予算の適切かつ効率的な執行に努めた。 

 また、新入教職員（10 名）を対象に、平成 29 年 4 月に「立替払

等契約事務について」の研修を実施した。 

 教員研究費については、計画的・効率的に執行できるよう、引き

続き 3年間を一つの単位として研究費の繰越しを可能とした。 

 国際学生寮の建設工事に合わせて、既存寮の外壁改修工事を行う

とともに、国際学生寮に設置する家具の調達に当たり、コンペテ

ィションを実施し、限られた予算の中で優れた提案を採用し、予

算の効率的な執行を行うとともに建物と調和のとれた家具を導

入することができた。 

 また、平成 30 年度予算要求に当たっては、事務・事業の経費節

○広島市立大学基金を創設し、

収入増にも努力している。 

○獲得した外部資金を利用する

ことによって、学内における

研究スペースの確保などにつ

ながるなど、外部資金獲得の

インセンティブを作り出すこ

とも必要ではないだろうか。 

 

 

 

 

 

 



中期目標 中期計画 
平成 29年度 

年度計画 

公立大学法人広島市立大学による自己評価 評価委員会による評価 

評価理由等 記号 評価理由・コメント等 記号 

減に向けた取組等により新規事業等の実施に必要な財源確保に

取り組み、限られた財源の有効活用を図る観点から、緊急性、重

要性、費用対効果等を十分検討した上で予算要求を行うよう学内

に通知した。 

平成 30年度予算編成では、経常経費の 3％削減、研究用機器のリ

ース料の原契約の 10％相当額削減などの経費節減に取り組み、中

期計画の実現に向けた新規事業の実施などに係る財源を確保し

た。 

 このほか、経常的な業務全般について事務マニュアルを作成し、

定期的に点検を行い、事務処理の内容及び方法について改善を図

ることにより、的確かつ効率的な業務運営を図った。 

以上のように、多様な収入源の確保及び予算の適正かつ効率的な

執行による財務内容の改善について優れた取組を実施したことか

ら、「a」と評価した。 

         

３ 自己点検及び評価に

関する目標 

 自己点検、自己評価

及び第三者機関による

評価を定期的に実施す

ることにより、大学運

営の改善に努める。ま

た、評価に関する情報

を積極的に公開する。 

 

 

 

 

 

 

 

３ 自己点検及び評価（小項目） 

 自己点検及び評価の結果を

大学運営の改善につなげると

ともに、評価結果をウェブサイ

ト等で積極的に公開する。ま

た、内部質保証（高等教育機関

が、自らの責任で自学の諸活動

について点検・評価を行い、そ

の結果を基に改革・改善に努

め、それによって、その質を自

ら保証することをいう。）の強

化に取り組む。 

 

 

 

 

○認証評価及び法人評価

の結果等に基づく大学

運営の改善・次年度計

画への反映、内部質保

証の強化に向けた検討 

 

 

 

 

小項目評価 

○平成 29 年度から「内部質保証委員会」を設置し、自己評価体制

の強化、PDCAサイクルのより実効的な展開等について検討を行っ

た。平成 29 年 5 月には「内部質保証委員会」の審議事項を検討

するため、「内部質保証委員会専門委員会」を設置した。同年 6

月には、本学における課題解決の仕組みについての意見募集を全

教職員に対し行い、当該年度に行う取組の実施計画及び大学認証

評価結果における課題解決に向けた実施計画及び平成 28 年度業

務実績報告書を作成した。 

 また、個々の教員の「質保証」を図るため、毎年度、全教員が「年

度計画・自己点検結果シート」により自らの年度計画の作成及び

自己点検を行い、シートを部局内で共有することとした。業績の

可視化については、教員総覧（教員システム）への研究業績等の

入力を徹底させることとし、「内部質保証委員会専門委員会」で

年度計画・自己点検結果シートの内容や様式の検討を進め、隔年

でファカルティ・レポート（教員業績集）を作成することとした。 

 このほか、内部質保証強化の取組の一環として、教職員が課題や

意見等を共有し、自律的に課題の解決を図るため、「学内意見交

換会」を開催することとし、平成 30 年 3 月に第１回の会議を開

催した。 

以上のように、自己点検及び評価による大学運営の改善並びに評

b 

 

 

 

〔評価理由〕 

 自己点検及び評価の実施のた

めの取組を計画どおり着実に実

施したと認められることから、

「Ｂ」と評価した。 

〔コメント〕 

○個々の教員の質保証を追求す

ることにより、短期的に確実

に成果を期待できるプロジェ

クトばかりに個々の教員の労

力が集中してはならないだろ

う。このような意図せざる逆

効果については十分に配慮さ

れたい。 

 

 
Ｂ 

 

 



中期目標 中期計画 
平成 29年度 

年度計画 

公立大学法人広島市立大学による自己評価 評価委員会による評価 

評価理由等 記号 評価理由・コメント等 記号 

価に関する情報の公開について計画に掲げる取組を着実に実施し

たことから、「b」と評価した。  
  

 
  

 
   

 
 

４ その他業務運営に関

する重要目標 

⑴ 施設及び設備の適

切な維持管理等 

快適なキャンパス

環境を確保するた

め、既存の施設及び

設備の適切な維持管

理及び計画的な改修

を行う。 

⑵ 安全で良好な教育

研究環境の確保 

学生及び教職員の

安全衛生管理、人権

及び法令遵守に関す

る意識の向上を図る

とともに、災害等不

測の事態に適切に対

応できる体制の充実

に取り組むことによ

り、安全で良好な教

育研究環境を確保す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ その他業務運営（小項目） 

⑴ 施設・設備の効率的な維持

管理と長寿命化を図るため、

「広島市立大学保全計画」

（仮称）を策定し、計画的な

維持保全に取り組む。 

⑵ 職場巡視、研修の定期的な

実施等により、教職員の健康

の保持増進及び安全衛生管

理の向上を図る。 

⑶ 法令遵守及び各種ハラス

メント等の防止に関する研

修等の実施により、教職員の

服務規律の確保を図る。 

 

⑷ 災害等不測の事態に適切

に対応できるよう、危機管理

マニュアルの点検・見直し等

を行う。 

 

 

○「広島市立大学保全計

画」に基づく維持保全

の実施 

 

 

○衛生管理者の養成、安

全衛生管理研修・職場

巡視等の実施 

 

○ハラスメント防止講習

会、服務規律に関する

学内説明会、研究不正

防止・研究倫理に関す

る研修会等の実施 

○危機管理マニュアルの

点検・見直し等の実施 

 

 

 

 小項目評価 

○空調自動制御（中央監視盤）の更新に係る契約を計画どおりに締

結し、更新作業を着実に進めたほか、電気設備、屋上防水及び個

別空調機器の修繕など維持保全を着実に実施した。 

 また、「広島市立大学保全計画」の策定に向けて、平成 30年度以

降の修繕項目の整理及び保全工事順位の見直しを行うとともに、

大規模施設保全の実施に必要な技術系職員（電気・機械）の配置

について広島市と協議等を行った。 

○法令に基づき、教職員定期健康診断及び特殊健康診断を平成 29

年 8月 4日に実施した（受診率 98.4％）。 

 衛生委員会については、平成 29 年度から原則として 1 か月に 1

回の開催として、内容の充実を図ったほか、年 6回職場巡視を行

い、不用品の廃棄及び整理整頓を徹底し、良好な職場環境の維

持・向上に努めた。 

 また、ストレスチェックを実施し、教職員が自らの心身の状態を

把握できるようにし、高ストレス状態にあると判定された教職員

については、産業医による個人面談を行った。 

 さらに、ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）を推進

するため、特任職員の増員（2名）、業務改善及び効率化、職員へ

の定期的な注意喚起などを行い、常勤事務職員の時間外勤務の総

時間数を平成 28 年度に比べて約 2割削減した。 

 加えて、教職員を対象とした一次救命講習・AED 講習を 2 回実施

し、平成 29 年 9 月には 21 名、同年 12 月には 9 名の教職員が参

加した。 

○事務局等の全職員を対象に倫理研修を実施し、服務規律の確保を

図った。 

 また、教職員全員を対象としたハラスメント防止、飲酒運転防止

等の講習会を開催し、新聞などで報道された他大学の教員による

暴力事件や論文盗用などの不祥事の事例を挙げるなどしてその

防止に努めた。 

 このほか、研究倫理教育の一環として、新たに着任した教員及び

研究費執行に係る職員が「研究倫理 e ラーニングコース」（独立

行政法人日本学術振興会）を受講したほか、研究倫理の啓発のた

b 

 

 

 

〔評価理由〕 

 その他業務運営の取組を計画

どおり着実に実施したと認めら

れることから、「Ｂ」と評価した。 

〔コメント〕 

○防火・防災訓練等の取組の実

施を高く評価した。 

○災害時の安否確認システムの

整備は重要である。また、国

際交流を積極的に進める際に

は、海外に滞在する学生等の

安否確認についても十分に考

慮するべきだろう。 

 

 
Ｂ 
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め、パンフレット及びポスターを作成して周知した。 

○災害対応マニュアルにおける、災害対応に係る準備体制及び危機

対策本部設置基準を記載した「危機管理カード」については、紙

での発行に加えて、平成 29 年度からは、パワーポイント形式及

び PDF形式でも発行を行い、各職員が所有しているスマートフォ

ン等による閲覧を可能とし、自身の参集時期や体制の設置基準に

応じて、確実に参集するよう周知徹底した。 

 また、地震及び火災発生を想定した防火防災訓練については、安

佐南消防署との合同訓練形式で実施した。訓練終了後に、同署職

員の指導の下、危機管理研修会として、消防車・消防に係る資器

材の展示及び起震車による地震体験等を行い、体験型の研修会を

開催した。多数の学生及び教職員が参加し、防火・防災意識を高

めることができた。 

 さらに、教職員を対象とした危機管理意識の向上策として、民間

企業と協力し、海外において学生に起こり得る事件・事故等の危

機対応に係る危機管理シミュレーション訓練を実施した。 

 以上のように、施設・設備の効率的な維持管理、教職員の服務規

律の確保等その他業務運営の改善について計画に掲げる取組を着

実に実施したことから、「b」と評価した。 
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